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第１章 総則 
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§１．マニュアルの目的と適用 

 

１－１．マニュアルの目的 

 

長崎県が管理する橋梁は約 2,030 橋あり、今後既設橋梁の高齢化が急速に進む状況に

ある。既設橋梁の長寿命化計画を実施するに当たり、補修・補強工事費の増大は必至で

あり、財政状況が厳しくなるなかで、いかに経済的かつ効率的に維持修繕を実施してい

くかが課題となる。 

橋梁補修・補強マニュアルは、高度化する維持修繕に関して長崎県の標準となる指針

を示すことによって、維持修繕を計画・実施する上での効率化を図り、損傷要因別の適

切な工法・材料の選定を行い、長崎の地域性を考慮した対策方法を定めること等を目的

として策定するものである。 
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図-1.1.1 架設年次別橋梁数グラフ 

 

１－２．マニュアルの適用 

 

本マニュアルは、長崎県の維持管理を担当する職員を対象とし、日々の維持管理業務に

「延命化」および「機能維持」という考えを取り込み、効率的で持続可能な運用を実現す

る上で適用されるものであるとともに、ホームページ上にて一般公開することで委託成果

の標準化や施工品質の確保に寄与すると考えている。 

また、本マニュアルは、今後試行を通じて順次改善を図っていくものである。 
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 §２．用語の定義 

 

  本マニュアルでは、以下のとおり用語を定義する 

 

 （１）橋梁延命化：計画的な維持管理を実施することにより、既設橋梁の健全性を持続させ

ることにより、供用期間の長期化を図ること。 

 

 （２）維 持 管 理：橋梁について、円滑な道路機能の維持、耐久性・耐荷性の確保、第三者

被害の未然防止を目的として、点検、調査、診断、補修・補強、記録を

行う一連の行為。 

 

 （３）点 検：既設橋梁の現状を把握する行為の総称。長崎県は，通常点検と定期点検

（概略点検，詳細点検）および異常時点検を対象とする。 

 

 （４）通 常 点 検：道路を常時良好な状態に保つために、道路全般の状態や利用状況などに

ついて機能的な面からの健全度を把握するための点検で、重大な損傷の

早期発見を図るために、道路の日常巡回（パトロール）の際に、橋梁に

着目した目視点検をいう。 

 

 （５）定 期 点 検：定期点検とは，橋梁の代表的な部材に発生した損傷を概略的に把握する

ことを目的として実施する概略レベル（概略点検）と，橋梁の全ての部

材に発生した損傷を詳細に把握することを目的として実施する詳細レベ

ル（詳細点検）によって構成する。 

 

 （６）異常時点検：地震，台風，豪雨などにより災害が発生した場合もしくはその恐れがあ

ると想定される場合に，主に供用性の安全に問題がないかを確認するた

めに行う点検をいう。 

 

 （７）遠 望 目 視：橋梁点検に際して、近接目視が出来ない（又は困難）な部位について、

目視が可能となる場所より、橋梁の状態を確認すること。 

 

 （８）近 接 目 視：橋梁の各部位を近接して確認すること。なお、部位に近接するためには、

梯子、脚立、点検車、ボート、工事用足場等の手段を利用し、触れる程

度の距離まで接近して目視すること。 

 

 （９）第三者被害：コンクリート片やボルトが損傷により落下し、その直下の交差道路、公

園および鉄道を利用する人や車（列車）に危害を加えること。 
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 （10）応 急 措 置：点検等で発見された損傷が、交通の安全性あるいは第三者に被害を及ぼ

す危険がある場合に、緊急的に行う交通規制等。 

 

 （11）応 急 対 策：点検で道路機能に影響を与えるような損傷、あるいは第三者に被害を及

ぼすような損傷が発見された場合に、調査の実施期間や補修が実施され

るまでの期間に、道路機能、橋梁の耐久性・耐荷性などに影響を及ぼさ

ないように応急的に行う対策。 

 

 （12）補 修：建設当初の健全性に回復させることを目的とした対策。 

 

 （13）補 強：部材、構造物の耐荷力や耐久性の向上を目的とした対策。 

 

 （14）損 傷：構造物または部材が損なわれ傷つく事象をいう。劣化・欠陥を含めた構

造物または部材の機能低下の総称。 

 

 （15）劣 化：材料の特性が時間とともに損なわれていく現象。 

 

 （16）欠 陥：構造物または部材に必要な性能が主に初期状態から欠けていること。施

工時、施工直後に発生するコンクリートのひび割れやコールドジョイン

ト、鋼材の溶接われなどの変状。 

 

 （17）変 状：形が変化した状態のこと。必ずしも損傷とは限らない。 

 

 （18）疲 労 亀 裂：鋼橋における損傷で、疲労が原因で部材の溶接による連結部付近や断面

急変部などの応力集中部から発生する、われおよびその状態。 

 

 （19）損 傷 等 級：橋梁点検において確認された損傷の程度（進行状況）を評価するための

指標。長崎県の詳細点検においては下表に示す５つの損傷等級に区分す

ることを基本的としている。詳細は長崎県橋梁点検マニュアルを参照の

こと。 

表-1.2.1 損傷等級区分 

区分 概念 一般的状況 

Ａ 〔良好〕 損傷が特に認められない 

Ｂ 〔ほぼ良好〕 損傷が小さい 

Ｃ 〔軽度〕 損傷がある 
Ｄ 〔顕著〕 損傷が大きい 
Ｅ 〔深刻〕 損傷が非常に大きい 
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第２章 調査設計 
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 １－１. 調査設計の基本方針 

１）調査設計の位置付け 

橋梁の維持管理においては、各々の橋梁の特性を十分勘案して、適切な方法、時期お

よび管理体制のもとで、長期的な視野に立ち、系統的かつ計画的に点検・調査・設計・

補修対策を行う必要がある。橋梁維持管理における調査設計の位置づけと主な業務内容

を下のフローに示す。 

 
図-2.1.1 調査設計業務フロー 

§１．補修・補強工法選定のための調査設計手法 
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２）橋梁調査における統一事項 

補修対象橋梁の損傷個所の確認調査にあたっては、統一事項を順守する。 

橋梁調査における統一事項を下表に示す。 

 

表-2.1.1橋梁調査統一事項一覧表 

調査項目 統一事項 

コンクリートの圧縮

強度に関する調査 

・調査項目は以下を原則とする 

 リバウンドハンマーによる簡易強度試験（非破壊試験）を基本と

する。 

 ただし、簡易強度試験の結果、広範囲に渡りコンクリートの強度

不足が確認され、補強を必要とする可能性が高い場合は、コアを

採取した上で一軸圧縮強度試験により圧縮強度を確認する。 

コンクリートの中性

化に関する調査 

・調査項目は以下を原則とする 

 中性化を確認するためだけの試験は基本的に行わないものとす

る。 

 ただし、その他の試験によりコアを採取する場合は、フェノール

フタレイン法により中性化深さを測定する。 

コンクリートの塩化

物量に関する調査 

・海岸までの距離が200m程度以内の橋梁で、塩害が疑わしい場合、

代表箇所（１橋当たり上部工２箇所、下部工２箇所）について、

以下の調査を行うことを原則とする。 

 コア採取による塩化物イオン量試験（電位差滴定法） 

 ただし、現場条件により、コアを採取することが困難な場合はド

リル削孔により試料を採取する。 

コンクリートのアル

カリ骨材反応に関す

る調査 

・目視によりアルカリ骨材反応が疑わしい場合、代表箇所（１橋当

たり上部工１箇所、下部工１箇所）について、次の調査を行うこ

とを基本とする。 

走査型電子顕微鏡観察(ＳＥＭ) 

エネルギー分散型Ｘ線検出(ＥＤＳ)分析 

 なお、既存資料によりアルカリ骨材反応による損傷であると確認

できる場合※１は、調査は行わないものとする。 

 また、基本的に残存膨張量試験（カナダ法等）は行わないことと

するが、現地のひびわれ状況を確認した結果、アルカリ骨材反応

が収束している可能性が高く、残存膨張量試験により収束を確認

することで補修工法が変わるものについてはこの限りでは無い。

※１：既存の調査によりアルカリ骨材反応による損傷を有する橋梁の確認は、「別冊 補修・

補強マニュアル参考資料 1-4 アルカリ骨材反応による損傷橋梁」を参照とする。 
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 １－２. コンクリート構造物における調査設計手法 

コンクリート構造物において橋梁点検により記録される損傷の種類に応じた調査方法

および補修設計項目の選定フローを以降に示す。 

１）コンクリート構造物における調査項目選定フロー 

 

図-2.1.2 コンクリート部材の調査項目選定フロー 
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表-2.1.2 コンクリート部材の損傷原因推定表 

（※１）損傷状況による原因推定の目安

損傷劣化要因

ひ
び
わ
れ
状
況

鋼材と平行に
かぶり部分に発生

ほぼ等間隔の貫通
したひびわれ

曲げひびわれ
せん断ひびわれ

亀甲状

微細ひびわれ

格子状・網目状

塩害中性化 ＡＳＲ
化学的
腐食

疲労 熱・温
度作用床版 けた

◎

◎◎

◎

◎

◎

◎

◎◎

うき，剥離

鉄筋露出

錆汁

遊離石灰

◎ ◎

◎◎ ◎

○○

◎◎ ◎ ○

◎○

◎

○

○○

 

◎：密接な関連ある 

○：関連がある 
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２）コンクリート構造物における補修設計項目選定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.1.3 コンクリート部材の補修設計項目の選定フロー 

6:ひびわれ

7:剥離･鉄筋露出

10:ｺﾝｸﾘｰﾄ補強材
の損傷

12:うき

11:床版ひびわれ

9:抜け落ち

8:漏水･遊離石灰

損傷の種類

床版打換え設計

断面修復設計

ひびわれ補修設計

損傷内容
補強鋼板
の腐食

補強材の
うき，はがれ

図-2.1.6 鋼部材
のフロー

1:腐食を参照

補強材補修設計

鉄筋腐食，
錆汁の有無

有

無

※構造性に要因が有る場合は補強工法および補強設計等の採用についても留意する

※塩害やＡＳＲによる損傷であることが明確である場合は，以下のフローによる

表面被覆設計

塩 害

ＡＳＲ

耐久性向上
への有効性

※脱塩工法・電気防食工法は，原則採用しない

追加する
設計項目なし

ひびわれ幅

t≦0.2mm

0.2mm＜t

補修しない
(設計項目なし)

※ひびわれ幅t=0.2mm
の目安
ひびわれの判定
→軽度（Ｃ）

有

無

防水工・止水工
(浸水経路に応じた対策)

舗 装 内：橋面防水工設計
伸縮装置：伸縮装置補修設計
　　　　（非排水化）
排水装置：排水補修設計
そ の 他：水切り処理設計等

防水工・止水工は浸水の状況に応
じて内容を選定する
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 １－３. 鋼構造物における調査設計手法 

鋼構造物において橋梁点検により記録される損傷の種類に応じた調査方法および補修

設計項目の選定フローを以降に示す。 

１）鋼構造物における調査項目選定フロー 

 

1:腐食

2:亀裂

4:破断

5:防食機能の劣化

3:ゆるみ･脱落

損傷の種類

損傷等級
Ｄ，Ｅ （板厚減少あり） 形状寸法測定

（板厚測定）

Ｂ，Ｃ

共通調査項目
以外の調査なし

共通調査項目
以外の調査なし

専門家に依頼

（※2）

形状寸法測定

外観変状調査
（数量算定用）

※損傷の種類や程度に係わ
らず必ず実施する調査等

共通調査項目

外観変状調査
（詳細点検）

 

図-2.1.4 鋼部材の調査項目選定フロー 
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図-2.1.5 亀裂発生箇所概要図 
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２）鋼構造物における補修設計項目選定フロー 

 

図-2.1.6 鋼部材の補修設計項目選定フロー 

 

 

 １－４. 基礎工における設計手法 

基礎工において橋梁点検により記録される損傷の種類に応じた補修設計項目の選定フ

ローを以降に示す。 

 

 

図 2.1.7 基礎工の補修設計項目選定フロー 
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 １－５. 支承および附属物における設計手法 

支承および附属物において橋梁点検により記録される損傷の種類に応じた補修設計項

目の選定フローを以降に示す。 

 

図-2.1.8 附属物の補修設計項目選定フロー 

- 14 -



 

１）調査点検手法 

調査点検を実施する際の手法は桁下状況より下表を参考とする。 

なお、点検車については周辺交通状況（交差点の有無）や縦横断勾配、交通規制の可

否も判断基準とする。 

表-2.2.1 調査点検手法の目安 

桁下高 桁下状況 点検方法 

2m 以下 

地面   
地上 

水面 水深 1m 以下 

水面 水深 1m 超 船舶 

2m～5m 

地面   
梯子 

水面 水深 1m 以下 

水面 水深 1m 超 
点検車 

5m 以上 
桁下侵入不可能  

桁下侵入可能  リフト車 

 

§２．調査設計における留意事項 
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２）詳細点検の実施 

調査の際には、「長崎県橋梁点検マニュアル」に従い、橋梁詳細点検（近接目視）を実

施する。また、点検結果は、「橋梁点検支援システム」を利用し記録する。 

点検結果のデータは、「橋梁情報提供システム」を利用して本課サーバーに登録される

ものとする。システムや利用するデータについては、「システム運用の手引き」を参照と

する。以下に、詳細点検時の作業の流れを示す。 

事前調査

点検用帳票の出力
（橋梁点検支援システム）

点検作業

結果の整理
（橋梁点検支援システム）

・現地踏査
・全景写真の撮影
・点検計画

・点検結果記入シートの出力
・橋梁台帳の出力
・一般図の出力

・損傷の評価
・結果の記録
・損傷写真の撮影

・点検結果の入力
・損傷写真を所定のフォルダ

に保存し登録
・損傷図の作成・登録

事務所

点検者
（業者）

点検者
（業者）

点検者
（業者）

点検者
（業者）

電子ファイルの受領
・点検シスデータ.MDB
・PDFファイル

詳細点検

橋梁点検支援システムおよび基本データ
の配布（点検委託業者単位）

報告書の作成
（橋梁点検支援システム）

・帳票の出力
・電子ファイルの出力

点検者
（業者）

必要に
応じて

県庁サーバー

点検対象橋梁の基本データの取
得（橋梁情報提供システム）

点検シスデータ.MDB
を点検委託業者単位で
ダウンロード

事務所点検結果の登録
（橋梁情報提供システム）

点検シスデータ.MDBとPDFファイルを委託業務ご
とにアップロード

電子ファイルの受領
（画像データ）

県庁サーバー

事務所
共有サーバー

画像データと報告書PDFファイ
ルを所定のフォルダに保存

基本データの入力・修正
（橋梁点検支援システム）

・既存データの修正
・不足データの入力
・一般図、全景写真の登録

画像データを保存するフ
ォルダを作成しに保存

点検者
（業者）

点検者
（業者）

 

図-2.2.1 詳細点検の流れ 
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３）数量計算 

補修設計における数量計算は、路上路面部材以外は代表スパンの損傷の程度等を用い

て全体数量を計上する。 
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第３章 橋梁補修 
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１）橋梁補修工事における統一事項 

橋梁の補修工事にあたっては、統一事項を順守する。 

橋梁補修工事における統一事項を下表に示す。 

表-3.1.1 橋梁補修工事統一事項一覧表 

補修項目 統一事項 掲載頁

塩害による損傷に対

する補修 

・補修項目は以下を原則とする 

 断面修復工、ひびわれ補修工 

※表面保護工は耐久性向上に有効と考えられる場合に本課と協

議のうえ採用する。 

※原則として、脱塩工法、電気防食工法は実施しない。 

22 

アルカリ骨材反応に

よる損傷に対する補

修 

・補修項目は以下を原則とする 

 断面修復工、ひびわれ補修工、表面保護工 

 ただし、ひび割れ幅が0.2mm未満の場合は対策工を施さず、経

過を観察する。 

22 

ひびわれ注入材の選

定（コンクリート部

材） 

・ひびわれ注入材の選定は以下を基本とする 

 ひびわれの進行が止まったと判断できる場合→エポキシ１種

[総プロ] 

 ひびわれの進行が止まったと思われる、また、上部工のように

たわみに追随する必要がある場合→エポキシ２種[総プロ] 

 ひびわれが進行している場合→エポキシ３種[総プロ] 

22 

断面修復材の選定

（コンクリート部

材） 

・断面修復材には乾燥収縮が小さく、既設コンクリートの付着性

が良く、幅広く使用されているポリマーセメントモルタルを使

用することを基本とする。 

22 

表面保護材の選定

（コンクリート部

材） 

・表面保護材の選定は以下を基本とする 

 塩害の場合：１種（腐食環境が厳しい場合）[総プロ]とする。

 アルカリ骨材反応の場合：柔軟型厚膜被膜（ひびわれが進行し

ている）[総プロ]とする。 

22 

鋼橋上部工の塗替え ・一般部の塗装仕様は以下を原則とする 

腐食大：１種ケレン＋弱溶剤形フッ素樹脂塗料 

腐食小：３種ケレン＋弱溶剤形フッ素樹脂塗料 

・添接部の塗装仕様は以下を原則とする。 

 ボルト・ナット及びエッジ部の下塗りに超厚膜型エポキシ 

樹脂塗料を使用する。また、添接板目板部は下塗りを１層 

（60μｍ）増し塗りする。 

・塗替え方式は、景観上好ましくない場合、または、ＬＣＣが有

利となる場合において全面塗り替えを行う。 

・塗装工事の際、主部材の下フランジなどの部材角（エッジ部）

が面取り加工されていない場合は、規定塗膜厚を確保するため

可能な限り面取り加工（R=2mm以上）を行う。 

27 

§１．補修工法選定の基本方針 
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補修項目 統一事項 掲載頁

鋼橋上部工の塗替え

 

また、海岸部等にある橋梁で、下フランジ部等の発錆が顕著に

ある場合は、下塗りの増し塗りを行うことを基本とする。 

27 

 

伸縮装置の取替え ・伸縮装置に損傷がある場合は、伸縮装置の取り替えを実施する。

（伸縮装置の取り替えについては損傷程度を見極め、部分的な

補修で対応出来ないかを判断する） 

33 

橋面防水工の設置 ・橋面防水工が未施工の場合は、橋面防水工を実施することを基

本とする。なお、舗装を打ち換える場合には必ず実施する。 

・橋面防水工は以下を基本とする。 

 車道部：シート系防水 

 歩道部：塗膜系防水 

34 

防護柵の取替え ・補修対象橋梁の防護柵が基準（強度、高さ）を満足しない場合

は、基準を満足する防護柵に取り替えることを基本とする。 

・地覆の拡幅は基本的に行わないものとする。ただし、防護柵を

取り換える際，橋梁の前後土工部との兼ね合いで通行上支障に

なる場合は地覆の拡幅について本課と協議する。 

34 

※総プロ：建設省総合技術開発プロジェクト コンクリートの耐久性向上技術の開発  土木研究セ

ンター 
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  ２－１. コンクリート構造物の補修 

 （1）概要 

 

①コンクリート構造物の補修工法は、以下の工法がある。 

・ひびわれ補修工：表面処理工法，ひびわれ注入（充填）工法 

・断面修復工：断面修復モルタル工法，プレパックドコンクリート工法 

・部分打ち換え工法 

・表面保護工：塗料や含浸材による表面保護工（外部劣化因子の遮断を目的）， 

       剥落防止を目的とした表面保護工 

・鉄筋防錆工：防錆処理工法 

・電気防食工 ※原則採用しない 

・脱塩工（電気化学的脱塩工法） ※原則採用しない 

・再アルカリ工（電気化学的再アルカリ工） ※原則採用しない 

・防水工・止水工 

   

②塩害による損傷に対する補修工法は以下を原則とする。 

・断面修復工 

・ひびわれ補修工（さび汁が出ておらず比較的軽微な場合） 

 表面保護工は、耐久性向上に有効と考えられる場合に本課と協議のうえ採用する。 

 

③アルカリ骨材反応による損傷に対する補修工法は以下を原則とする。 

・断面修復工 

・ひびわれ補修工 

・表面保護工 

 ただし、ひび割れ幅が 0.2mm 未満の場合は対策工を施さず、経過を観察する。 

 

④コンクリート構造物に対するひびわれ注入材の選定は以下を基本とする。 

 ひびわれの進行が止まったと判断できる場合→エポキシ１種 

特例：水中に達する縦クラック等、シールができず液が流出する場合→エポキシ２種 

 ひびわれの進行が止まったと思われる、また、上部工のようにたわみに追随する必要

がある場合→エポキシ２種 

特例：構造物のおかれた状況から、奥部の微細なひびわれにも対応したい場合→エポ

キシ３種 

 ひびわれが進行している場合→エポキシ３種 

各材料のイメージを下表に示す 

種別 施工時 硬化後 

エポキシ 1 種 サラサラ（細かいところまで入っていく） 硬い（延びない）

エポキシ２種 ドロドロ（細かいところまで入っていかない） 柔い（延びる） 

エポキシ３種 サラサラ（細かいところまで入っていく） 柔い（延びる） 

 

§２．橋梁部位別の補修工法の選定 
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⑤コンクリート構造物に対する断面修復材には乾燥収縮が小さく、既設コンクリートの

付着性が良く、幅広く使用されているポリマーセメントモルタルを使用することを基

本とする。断面修復材の材料規格を以下に示す。 

  一軸圧縮強度：設計基準強度以上 

  その他の基準は NEXCO の仕様を満たすものとする。（詳細は，参考資料 2-5 補修材料

仕様の項を参照とする） 

 

⑥コンクリート構造物に対する表面保護材の選定は以下を基本とする。 

 塩害が発生している場合は、海岸部等の腐食環境が厳しいところがほとんどであるた

め、総プロ１種（腐食環境が厳しい場合）で行うことを基本とする。 

 アルカリ骨材反応による損傷が発生している場合は、残存膨張量試験の信頼性等の要

因により、基本的にアルカリ骨材反応であるかを確認するための試験のみを行うため、

ひびわれが進行することを前提とした総プロ柔軟型厚膜皮膜を行うことを基本とする。

ただし、現地の状況によりひびわれが止まったと判断される場合はこの限りではない。 

 

⑦コンクリート構造物の補修工法は、損傷の原因を十分把握し、損傷の規模、範囲に応

じて、工法の組み合せ、補修の効果、施工性、経済性等を検討して選定する。 

 

⑧剥離鉄筋露出の補修は、適切な施工を行わないと経年とともに内部の鉄筋が腐食・膨

張し、対策効果が低下することがある。よって、特に鉄筋の防錆処理を確実に行うこ

とが重要である。 

 

 

1)損傷原因に適合しない補修工法を選定した場合、補修した部分が比較的短期間に再度損

傷する事例が見られる事がある。したがって、補修工法の選定に際しては、損傷原因を

十分把握し、損傷に適合した工法を選定する事が重要である。 

2)損傷原因が構造物の耐力不足や構造物詳細の不備による場合には、補修に先立って構造

物を補強しなければ、補修しても損傷がすぐに再発生することがある。補強工法につい

ては、構造詳細、発生応力などを考慮の上、別途検討しなくてはならない。 

3)補修を行う範囲は、すぐ再補修を実施する事のないように、損傷の程度に応じて決定す

る。 

4)鉄筋の防錆処理の施工には十分注意しなくてはならない。以下に施工上の留意点につい

て示す。 

・腐食環境の厳しい場合には、浸透性の高い防錆剤（亜硝酸系など）、塩分吸収剤など

を使用するのがよい。 

・コンクリート表面が健全でも、内部の鉄筋が腐食していることがある。鉄筋の発錆部

分は完全にはつりだしてケレンし、確実に防錆処理を施す。 
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・かぶりの浅い箇所に「施工上必要で、構造上不必要な鉄筋」が発見された場合には、

該当する鉄筋を除去して修復するのがよい。 

5)コンクリートの損傷原因が複合化した場合には、どの損傷原因にも適合できる工法を選

定する事が必要である。また、異なる損傷が近接している場合には、いずれの損傷にも

対応できる補修を実施する。 
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 （2）コンクリート部材の補修工法選定フロー 

 

図-3.2.1 コンクリート部材の補修工法選定フロー（1） 
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図-3.2.2 コンクリート部材の補修工法選定フロー（2） 
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 ２－２. 鋼構造物の補修 

 （1）概要 

 

①鋼構造物の補修工法は、以下の工法がある。 

・ストップホール工， ・当て板補修工， ・形状改良工， ・溶接補修工 

・部材取替え工：高力ボルトの交換工，部材の全体交換工，部材の一部交換工 

・加熱矯正工， ・補修塗装工， ・防水工・止水工 

 

②鋼構造物の補修工法は、鋼構造物の損傷の原因を十分把握し、補修の効果、施工性、

経済性等を検討して選定する。 

 

③補修塗装工における塗装仕様は以下を原則とする。 

・一般部 

腐食程度が大きい場合：１種ケレン＋弱溶剤形フッ素樹脂塗料 

腐食程度が小さい場合：３種ケレン＋弱溶剤形フッ素樹脂塗料 

・１種ケレンについては、腐食程度が大きい箇所を局部的に行うのではなく、部材ご

と面ごとに対して行うことを基本とする。（例：添接部，下フランジ下面部） 

・３種ケレンについては、当初設計においては３種ケレンＡで計上する。ただし、施

工の結果、下表の３種ケレンＢに該当すると判断された場合は変更で対応する。 

種別 さびの状態 
発錆面積

(%) 
素地調整内容 

３種ケレンＡ
点錆がかなり点

在している 
15～30 

活膜は残すが、それ以外の不良部（さ

び・われ・ふくれ）は除去する 

３種ケレンＢ
点錆が少し点在

している 
15 以下 同上 

（出典：鋼道路橋塗装・防食便覧 H17 年 12 月 表－Ⅱ.7.10） 

・添接部 

ボルト・ナット及びエッジ部の下塗りに超厚膜型エポキシ樹脂塗料（1000μm）（HBS 

K 5621-1990 同等品）を使用する。また、添接板目板部は下塗りを１層（60μm）増

し塗りする。 

 

④塗装工事（部分塗装も含む）を行う場合は、ケレンを十分に行い汚れや錆を確実に落

とすことが重要である。 

⑤塗装工事の際、主部材の下フランジなどの部材角（エッジ部）が面取り加工されていな

い場合は、規定塗膜厚を確保のために可能な限り面取り加工（R=2mm 以上）を実施す

る。また、海岸部等にある橋梁で、下フランジ部等の発錆が顕著である場合は、下塗

りの増し塗りを行うことを基本とする。（最大 120μｍの増し塗り）  

⑥塗装工事等で足場工を設置する場合は、その時になるべくその他の補修工事を併せて

行うことが望ましい。 
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  ⑦１種ケレンを行う橋梁の足場については、周辺環境を考慮し、完全板張り防護を基本

とする。→詳細は、第５章§２ 橋梁補修工事積算基準を参照。 

 

⑧１種ケレン（ブラスト後）の産廃処理の取り扱いについて 

   ・産廃物（ブラスト材＋既設塗膜）成分試験 

    既設塗膜に有害物質（鉛、六価クロム等）を含むものにおいて、判定基準値 

を超えるものについては特別管理型産業廃棄物となるため、下記検定方法に 

よる溶出試験を実施し、判断する。 

（産業廃棄物に含まれる金属等の検定方法（昭和４８年環境庁告示第１３号）） 
対象：カドミウム、鉛、六価クロム、ヒ素、総水銀、PCB、セレン、有機リン 計８品目 

    →詳細は、２－４ 橋梁補修工事特記仕様書（案）を参照。 

 

   ・ブラスト材の処分量について 

    当初設計時、ブラスト処分量の数量は、４０ｋｇ／ｍ2（鋼道路橋塗装・防食 

    便覧Ⅱ-１０８）×面積とし、変更設計時にマニュフェスト数量で精算する。 

    なお、類似橋梁において、過去の処分量の実績がある場合は、当初設計時の 

    数量を実績数量に基づき算出してもよい。 

 

  ⑨腐食ボルト・ナットの取り替え 

   ボルト・ナットの腐食が著しい場合は、ボルト・ナットを取り替えるものと 

   する。 

 

1)損傷原因に適合しない補修工法を選定した場合、補修した部分が比較的短期間に再度損

傷する事例が見られる事がある。したがって、補修工法の選定に際しては、損傷原因を

十分把握し、損傷に適合した工法を選定する事が重要である。 

2)損傷原因が構造物の耐力不足や構造物詳細の不備による場合には、補修に先立って構造

物を補強しなければ、補修しても損傷がすぐに再発生することがある。補強工法につい

ては、構造詳細、発生応力などを考慮の上、別途検討しなくてはならない。 

3)重要部材に亀裂が発生し進行した場合には、最悪落橋となる恐れも考えられるので注意

する必要がある。 
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 （2）補修塗装工要領 

1)一般部塗装仕様 

(a)腐食程度が重度な場合 

工程 塗料名 塗装方法
使用量

(g/m2）

標準膜厚
（μm）

塗装間隔

腐食部（大）

地　金

素地調整 １種ケレン（ISO Sa2 1/2）

下塗 弱溶剤形変性エポキシ樹脂塗料下塗（２層）

スプレー
1日～10日

1日～10日

 1日～10日※２

4時間以内

スプレー 240×2 60×2

スプレー 600

170 30

75　※１

上塗 弱溶剤形ふっ素樹脂塗料上塗 スプレー 140 25

中塗 弱溶剤形ふっ素樹脂塗料用中塗

下塗 有機ジンクリッチペイント

 

 ※１ 

有機ジンクリッチペイントについて、施工条件等により、１回での施工が極めて困難な場合は、監督職員と 

協議の上、１種ケレン当日と日を変えた２回の分割塗装で７５μｍを確保してもよい。この場合、分割塗装 

の塗装間隔は、１～１０日とする。 →詳細は、２－４ 橋梁補修工事特記仕様書（案）を参照。 

 ※２  

  有機ジンクリッチペイントから次層までの塗装間隔について、施工条件等により１０日以内に塗装すること 

が極めて困難な場合は、監督職員と協議の上、錆びや付着塩分の確認を行った上で、最大塗装間隔を１ヶ月 

としてもよい。  →詳細は、２－４ 橋梁補修工事特記仕様書（案）を参照。 

 

(b)腐食程度が軽微な場合 

工程 塗料名 塗装方法
使用量

(g/m
2
）

標準膜厚
（μm）

塗装間隔

腐食部（小）

地　金

1日～10日

1日～10日

1日～10日

4時間以内
素地調整 ３種ケレン

下塗 弱溶剤形変性エポキシ樹脂塗料下塗（２層） はけ，ローラー 200×2 60×2

はけ，ローラー （200） （60）弱溶剤形変性エポキシ樹脂塗料下塗(鋼板露出部のみ)下塗

上塗 弱溶剤形ふっ素樹脂塗料上塗 はけ，ローラー 120 25

30140はけ，ローラー弱溶剤形ふっ素樹脂塗料用中塗中塗

※手間は市場単価

3種ケレンに含む  

図-3.2.3 補修塗装工要領（一般部） 
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2)添接部塗装仕様 

(a)腐食程度が重度な場合(ボルト・ナット頭部及び添接板のエッジ周辺) 

工程 塗料名 塗装方法
使用量

(g/m
2
）

標準膜厚
（μm）

塗装間隔

腐食部（大）

地　金

4時間以内

1日～10日

1日～10日

1日～10日

140 25はけ，スプレー

はけ，スプレー

はけ，ｷｬｯﾌﾟ注入

はけ，スプレー 600 75

10002500

170 30

素地調整

弱溶剤形ふっ素樹脂塗料上塗

弱溶剤形ふっ素樹脂塗料用中塗

超厚膜型エポキシ樹脂塗料下塗

有機ジンクリッチペイント

１種ケレン（ISO Sa2 1/2）

下塗

下塗

上塗

中塗

 

 

(b)腐食程度が重度な場合(添接板目板部（TCB の丸頭を含む）) 

工程 塗料名 塗装方法
使用量

(g/m2）

標準膜厚
（μm）

塗装間隔

腐食部（大）

地　金

下塗 弱溶剤形変性エポキシ樹脂塗料下塗（３層）

上塗 弱溶剤形ふっ素樹脂塗料上塗

中塗 弱溶剤形ふっ素樹脂塗料用中塗

はけ，スプレー 140 25
1日～10日

はけ，スプレー 170 30
1日～10日

はけ，スプレー 240×3 60×3
1日～10日

下塗 有機ジンクリッチペイント はけ，スプレー 600 75
4時間以内

素地調整 １種ケレン（ISO Sa2 1/2）

 
※Rc-Ⅰの塗装系より下塗りを１層（６０μｍ）多くしている。 

 

(c)腐食程度が軽微な場合(ボルト・ナット頭部及び添接板のエッジ周辺) 

工程 塗料名 塗装方法
使用量

(g/m
2
）

標準膜厚
（μm）

塗装間隔

腐食部（小）

地　金

1日～10日

1日～10日

4時間以内

1日～10日

1日～10日

下塗 強溶剤形変性エポキシ樹脂塗料下塗(鋼板露出部のみ) はけ （200） （60）

素地調整 ３種ケレン※１

中塗 弱溶剤形ふっ素樹脂塗料用中塗 はけ 140 30

下塗 超厚膜型エポキシ樹脂塗料下塗 はけ，ｷｬｯﾌﾟ注入 2500 1000

下塗 強溶剤形変性エポキシ樹脂塗料下塗 はけ 200 60

上塗 弱溶剤形ふっ素樹脂塗料上塗 はけ 120 25

※手間は市場単価
　　3種ケレンに含む

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1:旧塗膜が塩化ゴム系、フタル酸系

塗料の場合は素地調整に１種ケレ

ンを採用することを基本とする 
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(d)腐食程度が軽微な場合(添接板目板部（TCB の丸頭を含む）)  

工程 塗料名 塗装方法
使用量

(g/m2）

標準膜厚
（μm）

塗装間隔

腐食部（小）

地　金

（60）
4時間以内

素地調整 ３種ケレン※１

下塗 強溶剤形変性エポキシ樹脂塗料下塗(鋼板露出部のみ) はけ （200）

下塗 弱溶剤形変性エポキシ樹脂塗料下塗（２層） 60×2
1日～10日

下塗 強溶剤形変性エポキシ樹脂塗料下塗 はけ 200 60
1日～10日

25
1日～10日

はけ 140 30
1日～10日

はけ 200×2

中塗 弱溶剤形ふっ素樹脂塗料用中塗

はけ 120上塗 弱溶剤形ふっ素樹脂塗料上塗

※手間は市場単価
　　3種ケレンに含む

 

※Rc-Ⅲの塗装系より下塗りを１層（６０μｍ）多くしている。 

図-3.2.4 補修塗装工要領（添接部） 

 

3)添接部塗装範囲 

添接部塗装仕様による補修塗装の範囲を図-3.2.5に示す。 

下塗に超厚膜塗装
１０００μｍ
（ボルト部はキャップ注入）

添接板目板部の塗装系
１層（６０μｍ）の増厚

10ｃｍ程度

 

＜凡例＞ ピンク：2)のボルト・ナット頭部及び添接板のエッジ周辺の塗装系 

        橙：2)の添接板目板部（TCB の丸頭を含む）の塗装系 

図-3.2.5 添接部補修塗装範囲 

 

4)鋼桁下フランジ部の塗装仕様（発錆が顕著である場合） 

海岸部等にある橋梁で、下フランジ部等の発錆が顕著である場合は、次のような塗装を

行うことを基本とする。 

下フランジ部塗装概念図 

 

 

 

 

 

 

 

※1:旧塗膜が塩化ゴム系、フタル酸系

塗料の場合は素地調整に１種ケレ

ンを採用することを基本とする 

１０ｃｍ

：１層増し塗り塗装箇所

曲面加工

：２層増し塗り塗装箇所（腐食部）

腐食部

板厚の面に凸凹があるものは錆が出ている
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(a)１層増し塗り塗装箇所 

工程 塗料名 塗装方法
使用量

(g/m2）

標準膜厚
（μm）

塗装間隔

腐食部（大）

地　金

上塗 弱溶剤形ふっ素樹脂塗料上塗 スプレー 140 25
1日～10日

中塗 弱溶剤形ふっ素樹脂塗料用中塗 スプレー 170 30
1日～10日

下塗 弱溶剤形変性エポキシ樹脂塗料下塗（３層） スプレー 240×3 60×3
1日～10日

下塗 有機ジンクリッチペイント スプレー 600 75
4時間以内

素地調整 １種ケレン（ISO Sa2 1/2）

 
 

(b)２層増し塗り塗装箇所（腐食部） 

工程 塗料名 塗装方法
使用量

(g/m2）

標準膜厚
（μm）

塗装間隔

腐食部（大）

地　金

上塗 弱溶剤形ふっ素樹脂塗料上塗 スプレー 140 25
1日～10日

中塗 弱溶剤形ふっ素樹脂塗料用中塗 スプレー 170 30
1日～10日

下塗 弱溶剤形変性エポキシ樹脂塗料下塗（４層） スプレー 240×4 60×4
1日～10日

下塗 有機ジンクリッチペイント スプレー 600 75
4時間以内

素地調整 １種ケレン（ISO Sa2 1/2）

 
図-3.2.6 補修塗装工要領（下フランジ部） 

 

5)塗替え方式 

塗替え方式は、景観上好ましくない場合、または、ＬＣＣが有利となる場合において全

面塗り替えを行う。 
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6)腐食ボルト・ナットの取り替えについて 

腐食ボルト・ナットの取り替えについて、下記のいずれかに該当する場合は、取り替

えることを基本とする。 

①目視により、図-3.2.7の腐食度が４もしくは５相当と判断された場合。 

②錆び落とし後、ナットの対辺が３２mm 以下（トルクレンチにて空回りする）の場合。 

（図-3.2.8） 

 

ランク 損傷概要図 代表写真 健全度評価 判定

腐食度 

1 
 

塗膜は健全で腐食も見られず、軸力

値も低下していないと考えられる

ため、健全であると評価される。 

健全

腐食度 

2 
 

塗膜はほぼ健全で腐食もほとんど

進行しておらず、軸力値の低下も非

常に小さいと考えられるため、健全

であると評価される。 

健全

腐食度 

3 

 

塗膜剥離部にナット表面の軽微な

腐食が見られるが、軸力値の低下も

小さいと考えられるため、健全であ

ると評価される。 

健全

腐食度 

4 

ナット表面が腐食し少量の減肉も

見られ、若干の軸力値の低下も考え

られるため、注意が必要である。 

注意

腐食度 

5 

 

 

ナット表面が激しく腐食・膨張し多

量の減肉も見られ、著しい軸力値の

低下も考えられるため、補修対策が

必要である。 

補修

            図-3.2.7 腐食ボルト・ナットの健全度評価 

 

腐食によりボルト・ナットが減肉した場合、締付け軸力の低下が考えられ、減肉量が 2mm 

程度度までは軸力低下はほとんどきたさないが、その後は徐々に減少し、減肉量が 8mm 程度 

になると初期軸力の 75％程度まで低下するとの土木学会講演会でも発表されている。これに 

伴い、36mm から周囲 2mm 減肉したものについては交換する。 

                                             

   左図 6 角ナットの接円は、トルク 

   レンチが空回りした時の最小直径 

   であり、2 ㎜腐食減肉したナット 

   の最大幅とほぼ一致するため、簡 

   易な確認手法として対応できる。 

      

        図-3.2.8 トルクレンチによる腐食ボルト・ナットの健全度評価 

 

 

 

 

36mm

32mm以上

37
m
m
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 （3）鋼部材の補修工法選定フロー 

 

1:腐食

2:亀裂

4:破断

5:防食機能の劣化

3:ゆるみ･脱落

損傷の種類

水の浸入によ
る損傷である

NO

YES

防水工・止水工

橋 面：橋面防水工
伸縮装置：非排水化
排水装置：取替え
そ の 他：水切り設置

等

ボルト取替え

ｽﾄｯﾌﾟﾎｰﾙ工

部材取替え工

当板補強工

塗装塗替え工

2次部材

1次部材

損傷等級
Ｃ，Ｄ

Ｅ

損傷等級

Ｃ

Ｅ

当板補強工

Ｂ

補修しない

1次部材
2次部材

応急対策
である

YES

NO

1次部材
2次部材

1次部材

2次部材

※構造性に要因が有る場合は補強工法等の採用についても留意する

部材取替え工

 

図-3.2.6 鋼部材の補修工法選定フロー 
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 ２－３．基礎工の補修 

 （1）概要 

 

①基礎工の補修工法は、以下の工法がある。 

・根固め工 

・補強工法（増し杭，底版拡幅） 

・架け替え 

   

②基礎工の補修工法は、損傷の原因を十分把握し、損傷の効果、施工性、経済性等を検

討して選定する。 

   

1)基礎工の主な損傷には次のようなものが挙げられる。 

・沈下・移動・傾斜  ・洗掘 

2)パイルベント基礎工における地上部の損傷については、パイルベントの材質に応じてコ

ンクリート部材または鋼部材の補修工法の項を参照する。 

3)下部工の沈下、移動、傾斜が見受けられる場合は、橋梁架替えを考慮した十分な検討の

うえ、対策工法を選定する。 

4) 洗掘による根入れの減少は橋梁全体の安定性に大きく影響するため、洗掘が著しい場合

は、補強工法を念頭に置いて対策工法を選定する。 

   

 

 （2）基礎工の補修工法選定フロー 

 

図-3.2.7 基礎工の補修工法選定フロー 
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 ２－４．支承部の補修 

 （1）概要 

 

①支承の補修工法は、以下の工法がある。 

・部分補修工 

・全体取り替え工：同形式に交換・他形式に交換 

・モルタル打ち換え工 

・防錆工：補修塗装工・亜鉛溶射工 

   

②支承の補修工法は、損傷の原因を十分把握し、損傷の効果、施工性、経済性等を検討

して選定する。 

   

1)支承の主な損傷には次のようなものが挙げられる。 

・腐食 ・塗装劣化  ・亀裂  ・部品のゆるみ，脱落 

・破断（アンカーボルト，移動制限装置） 

・沓座モルタルのひびわれ ・異常音 ・移動 

2)損傷原因に適合しない補修工法を選定した場合、補修した部分が比較的短期間に再度損

傷する事例が見られる事がある。したがって、補修工法の選定に際しては、損傷原因を

十分把握し、損傷に適合した工法を選定する事が重要である。 

3)下部工の側方移動、沈下や伸縮装置の漏水が支承の移動や腐食などの損傷の原因となる

場合もある。このような場合には、支承の補修と併せてこれらの部位・部材の補修・補

強を行う必要がある。 

4)支承を交換する場合にはジャッキアップ作業が必要となるため、主桁・横桁の補強や橋

台・橋脚の沓座の拡幅補強など、十分な検討が必要となる。 

   

 

 （2）支承の補修工法選定フロー 

 

図-3.2.8 支承の補修工法選定フロー 
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 ２－５. 伸縮装置部の補修 

 （1）概要 

 

①伸縮装置の補修工法は、以下の工法がある。 

・部分補修工 

・全体取り替え工：同形式に交換・他形式に交換 

・後打ち材の打ち換え工 

・非排水化 

   

②伸縮装置の補修工法は、損傷の原因を十分把握し、損傷の効果、施工性、経済性等を

検討して選定する。 

 

1)伸縮装置の主な損傷には次のようなものが挙げられる。 

・腐食 ・亀裂 ・脱落、欠損 ・破断 ・遊間異常 ・段差 ・異常音 ・漏水 

2)伸縮装置に損傷が見られる場合は、伸縮装置の取り替えを実施する。（取り替えにおいて

は損傷程度を見極め、部分的な補修で対応出来ないかを判断する） 

3)伸縮装置は橋梁部位の中でも、過酷な条件下のもとで機能しており、ゴム製ジョイント

は交換を前提に設計されているものもある。したがって、損傷には寿命により損傷に至

ったものと不具合があって損傷に至ったものの２通りがある。寿命により損傷に至った

ものは基本的に同形式の部品に交換すればよいが、不具合があって損傷に至ったものに

ついては、その原因を十分調査して、補修後損傷が再発しないように補修工法を検討す

る必要がある。 

4)下部工の側方移動、沈下や支承の不具合、床版の損傷が伸縮装置の異常遊間や段差など

の損傷の原因となる場合もある。このような場合には、伸縮装置の補修と併せてこれら

の部位・部材の補修・補強を行う必要がある。 

 

 

 （2）伸縮装置の補修工法選定フロー 

 

図-3.2.9 伸縮装置の補修工法選定フロー 
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 ２－６. その他附属物の補修 

 （1）概要 

 

①橋面防水工が未施工の場合は、橋面防水工を実施することを基本とする。なお、舗装

を打ち換える場合には必ず実施する。橋面防水工はシート系防水を基本とし、歩道等

の舗装厚が薄い箇所については塗膜系防水等の採用を検討する。 

  

②高欄・防護柵の補修工法は取換え工法を基本とする。 

 

1)橋面防水工が未施工の場合は、橋面上の雨水は舗装に浸透後床版や主構等に到り、損傷

の進行を助長する。よって、橋面防水工の有無を確認のうえ未施工の場合は橋面防水工

を実施することを基本とする。橋面防水工はシート系防水を基本とし、歩道部等舗装厚

が薄い箇所についてはシートのずれやブリスタリング（版ぶくれ）が起こり易いため塗

膜系防水等の採用を検討する。 

2)補修対象橋梁の防護柵が基準（強度、高さ）を満足しない場合は、基準を満足する防護

柵に取り替えるものとする。 

 防護柵を取り替える際、地覆の拡幅は特殊な場合を除き実施しないことを基本とする。

（特殊な場合とは、橋梁の前後土工部との兼ね合いで通行上支障になる場合であり、地

覆の拡幅について本課と協議上決定する。） 

 

 （2）舗装の補修工法選定フロー 

 

図-3.2.10 舗装の補修工法選定フロー 

 

 （3）高欄・防護柵の補修工法選定フロー 

 

図-3.2.11 高欄・防護柵の補修工法選定フロー 
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第４章 橋梁補強 
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１－１．確保すべき耐震性能 

 

既設橋梁が確保すべき耐震性能は、「地震による損傷が橋として致命的にならない」

ことを原則とする。 

 

・「橋として致命的にならない」という状態は「落橋・倒壊させない」ことであり、

Ｈ14 道示（道路橋示方書・同解説Ⅴ耐震設計編 平成 14 年 3 月）に基づいた耐震

補強を全て実施することではない。 

・長崎県では、これまでに「長崎県地震動発生想定検討委員会」（平成 17 年 4 月 27

日設置）において県内の活断層の選定や地震特性の評価を行い、「長崎県地震動

等防災アセスメント調査委員会」（平成 17 年 9 月 12 日設置）において県内に発

生が予測される地震動、液状化など地震防災上の課題について検討している。 

この結果は「長崎県地震等防災アセスメント調査報告書（H18.3）」として取りま

とめられており、その中で長崎県内全域において発生が予測される最大の地震動

は、マグニチュード 6.9、震源の上端深さ 3km と想定されており、他県に比べ大

規模地震の発生確率は低い。 

これより、既設橋梁において、Ｈ14 道示におけるレベル２地震動に対して耐震性

能２を確保することは、費用対効果が小さいと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：長崎県地震等防災アセスメント調査報告書（H18.3） 

 

・ 上記の耐震性能は、既設橋梁として当面確保すべき耐震性能を示したものであ

り、今後適切な時期に見直しを行う必要がある。  

§１．耐震補強方針  
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１－２．耐震補強の方針 

 

既設橋梁の耐震補強は、「緊急輸送道路の橋梁耐震補強３箇年プログラム（以降「３

プロ」と記載）」に準拠して実施することを原則とする。 

 

・「３プロ」は、兵庫県南部地震のような内陸直下型やプレート境界型の大規模な

地震と同程度の地震動に対しても落橋等の甚大な被害を防止し、緊急輸送道路と

しての機能を確保するため、早急に橋梁の耐震補強を行うことを目的としている。 

・特殊橋梁(支間 200m 以上の橋梁、上路アーチ橋等の特殊橋梁、新幹線又は高速道

路をまたぐ橋梁)は、「３プロ耐震補強マニュアル（案）」の適用外となる。この

ため、専門的な解析が必要となり、耐震補強対策の計画を行うにあたっては、道

路維持課（本課）と協議する。 

・既設橋梁に損傷がある場合は、耐震補強工事と併せて補修工事を行うことが望ま

しい。 

 

 

 

１－３．耐震補強の優先順位 

 

耐震補強の実施にあたっては、長寿命化修繕計画と同様に策定されている年次計画

に従い実施するものとし、計画されている全ての橋梁の耐震補強を平成 24 年度まで

に完了するものとする。 

 

・耐震補強事業は路線単位での事業化を基本としているので、事業路線の 15ｍ以上

の橋梁の耐震補強は事業期間中に全て完了させる。 

・緊急輸送道路以外の橋梁については、耐震補強を実施しないことを基本とするが、

別途必要性が認められる場合は本課と協議する。 

 

 

１－４．落橋防止システム 

 

既設橋梁に落橋防止システムを設置する際は、落橋防止構造と桁座拡幅を併用して採

用しないことを原則とする。 

 

・落橋防止システムは、Ｈ14 道示において「落橋防止構造の設置」と「桁かかり長

の確保」を併用することを義務付けている。ここでは、「３プロ」に準拠するこ

とが原則であるため、当面の整備目標として、施工性、経済性等を考慮してこの

うち一つを確保する。 

・橋台では桁座拡幅（ＲＣまたは鋼製ブラケット）を基本とする。ただし、橋台前
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面に移設困難な添架物（光ケーブル等）が設置されている場合は、桁座拡幅は困

難となるため、別な工法を採用してもよい。 

・橋脚では上部工の桁連結を基本とする。上部工の桁連結が困難な場合は、桁座拡

幅を採用してもよい。 

・上部工に斜角や曲線があり、Ｈ14 道示 16.5 に該当する橋台・橋脚については、

橋軸方向に対応する落橋防止に加えて、桁端部に橋軸直角方向に変位制限構造

（ＲＣ壁や鋼製ブラケット）を設置することについて本課と協議する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

     図-4.1.1 桁座拡幅の例        図-4.1.2 変位制限構造の例 

 

 

１－５．橋脚の耐震補強 

 

ＲＣ橋脚の補強は、段落し部の繊維巻き立て工法、鋼製橋脚の補強はコンクリート充

填工法の採用を原則とする。 

 

・固定橋脚で鉄筋の段落しがあり、陸上施工が可能な場合は、橋脚補強工法の比較

検討を行った上で採用案を決定する。（炭素繊維巻き立て案、橋脚基部からのＲ

Ｃ巻き立て案、他） 

・固定橋脚で鉄筋の段落しがあり、補強部（段落し部）施工に締め切り・桟橋等の

仮橋が必要となる場合は、他の工法（免震工法，慣性力分散工法，変位拘束工法

等）との比較検討を行った上で採用案を決定する。 

・「３プロ耐震補強マニュアル（案）」における単柱橋脚と壁式橋脚の定義は以下の

通りとする。（「既設道路橋の耐震補強に関する参考資料 H9-8 日本道路協会」より抜粋） 

  単柱橋脚：ａ／ｂが３以下 

  壁式橋脚：ａ／ｂが３を超える 

ａ：橋軸直角方向の断面寸法 ｂ：橋軸方向の断面寸法 （下図参照） 

 

 

 

 

 

     図-4.1.3 単柱式橋脚・壁式橋脚の定義に用いる断面寸法のとりかた  
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１－１. 耐荷力の照査方法 

既設橋梁の上部工主要部材（主桁、主構等）の耐荷力照査にあたっては、「既設橋梁の

耐荷力照査実施要領（案）」に基づき、照査を何段階かに分け、できるだけ簡易な方法か

ら照査を行っていくことにより、耐荷力が不足していると思われる橋梁を抽出し、判定

を行うこととした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.2.1 照査フロー 

§２．耐荷力補強方針 

(A) 上部構造主要部材の照査

Ａ

特定部位
  (ゲルバー、切欠き等)

照査Ⅰ'
Ｗ'による判定

(断面力)

照査Ⅰ

設計図書の
有無等

照査Ⅱ
Ｗによる判定

(応力度)

補強の要否の判定
(実応力度計測橋梁の選定)

点検結果

実応力度の確認

対策不要

補修・補強等の対応

損傷なし、軽微、補修・補強済

対応すべき損傷有

(例えば損傷度Ⅱ,Ⅰ)

YES

NO

W'≦1.0

W＞1.0

W'＞1.0

有

無

否

要

実応力度小

大

注1）

注2）

W≦1.0
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１－２．優先度の判定基準 

前項による耐荷力照査の結果と橋梁点検結果より、補修・補強の優先度の判定を行う

こととする。 

判定は、下記のフロー図のとおりとし、優先度の判定を行う。 

耐荷力照査の結果が、ＮＧ（暫定供用不可）となった橋梁の点検結果から耐荷力不足

による損傷と考えられる「床版および主構の損傷（ひびわれ）」の有無に着目する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.2.2 優先度判定フロー 
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１－３．維持管理計画への反映 

耐荷力照査の結果、照査を満足しない橋梁について橋梁点検結果を確認したところ，

交通量や重車両に直接起因する損傷（床版の格子状ひびわれ，主桁の曲げひびわれやせ

ん断ひびわれ）はなかった。（別冊 補修・補強マニュアル参考資料 1-5 耐荷力不足によ

る損傷橋梁を参照） 

よって、維持管理計画上、耐荷重性能については、特別な対策を考慮せずに一般損傷

橋梁として維持管理計画を立てる。 
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第５章 調査設計委託および補修工事

積算資料 
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 １－１．橋梁調査設計委託積算基準の適用範囲 

本積算基準の適用範囲は下表のとおりとし、それ以外については別途見積もりを必要

とする。 

 

表-5.1.1 橋梁調査設計委託積算基準適用項目一覧表 

項     目 適     用 選定基準 

設計計画   必須 

損傷箇所の確認調査   必須 

ｺﾝｸﾘｰﾄ補修工設計 
上部工 

補修設計項目選定

フローおよび対象

部材より選定 

下部工 

伸縮装置補修設計 応力計算を必要としない構造 

支承補修設計 
支承防錆設計 

支承取り換え設計 

高欄・防護柵取替設計 応力計算を必要としない構造 

鋼橋塗装設計   

橋面防水工設計   

施工計画 

難易度：普通 必須 

難易度に応じて選

定 

難易度：難 

難易度：特殊 

概算工事費算定   必須 

関係機関協議   必要に応じて 

打合せ協議   必須 

その他 

印刷製本費・旅費交通費 

該当する項目を必

要に応じて選定 

機械器具等 

安全費（交通整理員・設備） 

仮設費（枠組足場・吊足場） 

試験費 

一軸圧縮強度試験 

調査項目選定フロ

ーより選定 

簡易強度試験 

塩分含有量測定 

アルカリ骨材反応試験（ＥＤＳ） 

アルカリ骨材反応試験（ＳＥＭ） 

電磁波レーダ（鉄筋探査） 

はつり試験（鉄筋探査） 

コア採取 

※ｺﾝｸﾘｰﾄ補修工設計：ひびわれ補修設計，断面修復設計および表面被覆設計のうち

のいずれか，または，すべての設計を指す。 

 

§１．橋梁調査設計委託積算基準 
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 １－２. 積算資料の利用 

前項の選定基準に従い必須項目及び該当項目について、別途定める「橋梁補修調査設

計委託歩掛」を用いて積算する。また、「調査設計委託特記仕様書（案）」より不要項目

を削除し利用する。 

以降、1-3.に「橋梁補修調査設計委託歩掛」を 1-4.に「調査設計委託特記仕様書（案）」

を示す。 
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橋梁補修調査設計委託標準歩掛 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２１年２月 
 

 

長崎県土木部 道路維持課 
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 1. 適用範囲 

本歩掛は，長崎県土木部道路維持課が作成した「長崎県橋梁補修・補強マニュアル（案）」に基づき実施

する調査及び設計に適用する。 

 

2. 橋梁調査・補修設計等業務委託費の構成 

 

 

 

設計計画

損傷箇所の確認調査

補修設計

施行計画

概算工事費算定

関係機関協議

打合せ協議

積上計上分

その他原価

率計上分

印刷製本費

旅費交通費

機械器具費

安全費

仮設費

試験費

一般管理費等

直接原価

間接原価

直接人件費

直接経費

業務委託費 業務価格

消費税相当額

業務原価
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3. 直接人件費 

 

3.1 設計計画 

  1) 業務内容 

 関係資料の収集し業務計画書の作成を行う。また，橋梁点検支援システムを利用し点検結果記入シート

の出力，損傷図作図のための下図作成に要する準備作業を行う。 

 

  2) 標準歩掛 

    （1橋当り） 

職 種 

 

区 分 

直 接 人 件 費 

主 任 

技術者 
技師長 

主 任 

技 師 

技 師 

(A) 

技 師 

(B) 

技 師 

(C) 
技術員 

設 計 計 画   0.6  1.3 1.3  2.5 
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3.2 損傷個所の確認調査 

  1) 業務内容 

 既設橋梁の補修設計に先立ち橋梁各部の形状寸法や損傷状況を確認するとともに，必要となる調査を

実施する。損傷の確認は，「長崎県橋梁点検マニュアル」の「詳細点検」により実施する。 

  2) 適用範囲 

 一般的な桁橋に適用し，特殊な構造形式の場合は別途見積を取るものとする。 

  3) 標準歩掛 

 標準歩掛は標準橋面積の場合であり，他の橋面積の場合は橋面積補正式により補正係数を求め，その

係数を標準歩掛に乗じるものとする。 

    地上，足場利用時 （ ５００m2 ・ ２径間 ) （1橋当り） 

職 種 

区 分 

直 接 人 件 費 

主 任 

技術者 
技師長 

主 任 

技 師 

技 師 

(A) 

技 師 

(B) 

技 師 

(C) 
技術員 

現 地 踏 査   0.6 0.6 0.6   

外観変状調査※1,2     0.7 0.7 0.7 

形状寸法測定※1,2     0.7 0.7 0.7 

データ整理･損傷図作成※1     0.6 0.6 2.5 

補 修 箇 所 の 抽 出    0.6 0.6 0.6  

報 告 書 作 成   0.2  0.6 0.6 0.6 

合 計   0.8 1.2 3.8 3.2 4.5 

  4) 標準歩掛りの補正 

※1 外観変状調査，形状寸法測定, データ整理･損傷図作成については標準歩掛を以下の通り補正す

る。 

(a) 径間数による補正 

径間数が２径間以外の場合は次表による。 

径間数 １径間 3径間以上 

標 準 歩 掛 に 対 す る 補 正 -0.1 0.1×(n-2) 

                                                                ｎ：径間数 

(b) 橋面積による補正 

橋面積による補正は次表による。（500 m2以上の場合） 

橋面積比  ｙ ＝ Ａ ／ 500  Ａ：橋面積(m2) 

標 準 歩 掛 に 対 す る 補 正 y-1 

注） 500m2未満の場合は、ｙ＝１とする。 

※2 外観変状調査，形状寸法測定については標準歩掛を以下の通り補正する。 

(c) 点検手法による補正 

点検手法としてリフト車または点検車を利用する場合は次表による。なお，リフト車・点検車と船舶の両

方を使用する場合は，船舶の値を採用する。 

点検手法 リフト車・点検車 船舶 

標 準 歩 掛 に 対 す る 補 正 0.50 0.8 

補正係数の計算：標準歩掛×{１＋（a）＋（ｂ）＋（ｃ）}とする。 
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3.3 コンクリート補修工設計（ひびわれ補修工、断面修復工、表面保護工） 

  1) 適用範囲 

 既設コンクリート構造物のひびわれ補修工，断面修復工，表面保護工の設計に適用する。 

  

 2) 標準歩掛 

   (1) 上部工 （1橋当り） 

職 種 

区 分 

直 接 人 件 費 

主 任 

技術者 
技師長 

主 任 

技 師 

技 師 

(A) 

技 師 

(B) 

技 師 

(C) 
技術員 

対策工法の検討   0.3 0.3    

設 計 図 作 成      0.6 1.3 

数 量 計 算      0.6 1.3 

照 査     0.6   

報 告 書 作 成    0.3 0.3 0.6  

合 計   0.3 0.6 0.9 1.8 2.6 

  

 (2) 下部工 （1橋当り） 

職 種 

区 分 

直 接 人 件 費 

主 任 

技術者 
技師長 

主 任 

技 師 

技 師 

(A) 

技 師 

(B) 

技 師 

(C) 
技術員 

対策工法の検討   0.3 0.3    

設 計 図 作 成      0.6 0.6 

数 量 計 算      0.3 1.3 

照 査     0.6   

報 告 書 作 成    0.3 0.3 0.6  

合 計   0.3 0.6 0.9 1.5 1.9 
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3.4 伸縮装置補修設計 

  1) 適用範囲 

 既設伸縮装置の取替え設計に適用する。応力計算を必要としない構造を採用する場合に適用する。伸

縮量の算定に動的解析を実施する場合や部材計算が必要な鋼製フィンガージョイントを採用する場合な

どは適用外とし，別途見積もりが必要である。 

 

  2) 標準歩掛 

    （1基当り） 

職 種 

区 分 

直 接 人 件 費 

主 任 

技術者 
技師長 

主 任 

技 師 

技 師 

(A) 

技 師 

(B) 

技 師 

(C) 
技術員 

対策工法の検討   0.2 0.3    

設 計 図 作 成      0.6 0.6 

数 量 計 算      0.3 0.3 

照 査     0.3   

報 告 書 作 成    0.1 0.2 0.3  

合 計   0.2 0.4 0.5 1.2 0.9 

   

3) 標準歩掛りの補正 

 類似構造物の場合は標準歩掛を以下の通り補正する。 

(1) 伸縮量がほぼ同一の場合は，「標準歩掛」の 20 ％ を計上する。 

類似構造物の補正は次式による。 

歩掛 ＝ 標準歩掛 × (0.8 ＋ 0.2 × ｎ)       ｎ：基数（基本構造物＋類似構造物） 

 

(2) 伸縮量が大きく異なる場合※は，「標準歩掛」の 70 ％ を計上する。 

類似構造物の補正は次式による。 

歩掛 ＝ 標準歩掛 × (0.3 ＋ 0.7 × ｎ )       ｎ：基数（基本構造物＋類似構造物） 

※伸縮量が大きく異なる場合とは、伸縮量が倍以上異なる場合を指す。倍未満については同一とみる。 
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3.5 支承防錆設計 

  1) 適用範囲 

 既設鋼製支承の再塗装設計に適用する。 

 

  2) 標準歩掛 

    （1橋当り） 

職 種 

区 分 

直 接 人 件 費 

主 任 

技術者 
技師長 

主 任 

技 師 

技 師 

(A) 

技 師 

(B) 

技 師 

(C) 
技術員 

対策工法の検討   0.2 0.3    

設 計 図 作 成      0.6 0.6 

数 量 計 算      0.3 0.3 

照 査     0.3       

報 告 書 作 成    0.1 0.2 0.3  

合 計   0.2 0.4 0.5 1.2 0.9 

 

3.6 支承取替え設計 

  1) 適用範囲 

 既設支承の取替え設計に適用する。 

 

  2) 標準歩掛 

    （1橋当り） 

職 種 

区 分 

直 接 人 件 費 

主 任 

技術者 
技師長 

主 任 

技 師 

技 師 

(A) 

技 師 

(B) 

技 師 

(C) 
技術員 

対策工法の検討   0.6 1.3    

取替え設計計算       1.3 1.3 2.5  

設 計 図 作 成      1.3 2.5 

数 量 計 算      0.6 0.6 

照 査    0.6    

報 告 書 作 成    0.6 0.6 1.3  

合 計   0.6 3.8 1.9 5.7 3.1 

 

 

- 58 -



  

3.7 高欄・防護柵取替設計 

  1) 適用範囲 

 既設高欄・防護柵の取替え設計に適用する。応力計算を必要としない構造を採用する場合に適用する。

地覆や床版の応力計算が必要な場合などは適用外とし，別途見積もりが必要である。 

  

 2) 標準歩掛 

    （1橋当り） 

職 種 

区 分 

直 接 人 件 費 

主 任 

技術者 
技師長 

主 任 

技 師 

技 師 

(A) 

技 師 

(B) 

技 師 

(C) 
技術員 

対策工法の検討   0.2 0.2    

設 計 図 作 成      0.6 0.6 

数 量 計 算      0.2 0.2 

照 査     0.3   

報 告 書 作 成    0.1 0.2 0.3  

合 計   0.2 0.3 0.5 1.1 0.8 

 

3.8 鋼橋塗装設計 

  1) 適用範囲 

 既設鋼橋の再塗装設計に適用する。普通鋼材に対して塗り替え塗装の場合に適用する。耐候性鋼材や

溶融亜鉛めっき，金属溶射による塗り替えの場合などは適用外とし，別途見積もりが必要である。 

  

 2) 標準歩掛 

    （1橋当り） 

職 種 

区 分 

直 接 人 件 費 

主 任 

技術者 
技師長 

主 任 

技 師 

技 師 

(A) 

技 師 

(B) 

技 師 

(C) 
技術員 

対策工法の検討   0.4 0.6    

設 計 図 作 成      0.6 1.3 

数 量 計 算      0.6 1.3 

照 査     0.6   

報 告 書 作 成    0.3 0.3 0.6  

合 計   0.4 0.9 0.9 1.8 2.6 
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3.9 橋面防水工設計 

  1) 適用範囲 

 既設上部工の橋面防水工設計に適用する。既設上部工に橋面防水工が設置されておらず新設する場

合および既設橋面防水工の取替の場合に適用する。 

   

2) 標準歩掛 

    （1橋当り） 

職 種 

区 分 

直 接 人 件 費 

主 任 

技術者 
技師長 

主 任 

技 師 

技 師 

(A) 

技 師 

(B) 
技 師 

© 
技術員 

対策工法の検討   0.2 0.2    

設 計 図 作 成      0.3 0.6 

数 量 計 算      0.2 0.2 

照 査     0.3   

報 告 書 作 成    0.1 0.2 0.3  

合 計   0.2 0.3 0.5 0.8 0.8 
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3.10 施工計画 

  1) 業務内容 

 施工計画として工程計画，施工要領，施工計画図の作成を行う。 

 

2) 適用範囲 

 施工難易度として以下の３つに区分し，条件を満たす場合をに適用する。 

難易度 条 件 

普通 通常の橋梁，交通規制なし。（短時間の規制は有り） 

難 特殊な足場，支保工が必要。交通規制あり（橋面，跨線橋，跨道橋） 

特殊 海上橋梁，河川橋梁で仮設が必要。特殊橋梁。 

 

  3) 標準歩掛 

   (1) 施工難易度：普通 （1橋当り） 

職 種 

区 分 

直 接 人 件 費 

主 任 

技術者 
技師長 

主 任 

技 師 

技 師 

(A) 

技 師 

(B) 
技 師 

© 
技術員 

工 程 計 画   0.6 1.3    

施 工 要 領    0.6 1.3   

施 工 計 画 図     0.6 0.6 1.3 

合 計   0.6 1.9 1.9 0.6 1.3 

 

   (2) 施工難易度：難 （1橋当り） 

職 種 

区 分 

直 接 人 件 費 

主 任 

技術者 
技師長 

主 任 

技 師 

技 師 

(A) 

技 師 

(B) 
技 師 

© 
技術員 

工 程 計 画   0.6 1.9    

施 工 要 領    0.6 1.9   

施 工 計 画 図     0.6 1.3 1.3 

合 計   0.6 2.5 2.5 1.3 1.3 

※ 支保工が必要となる場合は，設計計算，図面作成，数量計算は別途見積を取る。 

 

   (3) 施工難易度：特殊 （1橋当り） 

職 種 

区 分 

直 接 人 件 費 

主 任 

技術者 
技師長 

主 任 

技 師 

技 師 

(A) 

技 師 

(B) 
技 師 

© 
技術員 

工 程 計 画   0.6 2.5    

施 工 要 領    0.6 3.8   

施 工 計 画 図     0.6 1.9 2.5 

合 計   0.6 3.1 4.4 1.9 2.5 

※ 仮設工が必要となる場合は，設計計算，図面作成，数量計算は別途見積を取る。 
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3.11 概算工事費算定 

  1) 作業内容 

補修数量，施工計画を基に概算工事費の算定を行う。代表スパンの損傷の程度等を用いた全体数量よ

り概算するものとする。 

 

  2) 標準歩掛 

  （1橋当り） 

職 種 

区 分 

直 接 人 件 費 

主 任 

技術者 
技師長 

主 任 

技 師 

技 師 

(A) 

技 師 

(B) 

技 師 

(C) 
技術員 

概算工事費算定    0.6  1.3 2.5 

 

3.12 関係機関協議 

  1) 作業内容 

調査設計に必要な関係機関との協議および諸手続き，資料収集および協議資料の作成を行う。 

 

  2) 標準歩掛 

    （1機関・1回当り） 

職 種 

区 分 

直 接 人 件 費 

主 任 

技術者 
技師長 

主 任 

技 師 

技 師 

(A) 

技 師 

(B) 

技 師 

(C) 
技術員 

関 係 機 関 協 議     1.3 1.3 1.3 

 

3.13 打合せ協議 

  1) 協議内容 

 a)当初協議 

 業務計画書をもとに，調査方法，調査内容，設計内容等の打合せを行い，併せて既存資料等の貸

与を行う。 

 b)中間協議 

 調査実施計画報告時および調査・設計終了時の2回を標準とする。なお，必要に応じ適宜増減する。 

 c)最終協議 

 成果品のまとめが完了した時点で打合せを行う。 

 

  2) 標準歩掛 

    （1業務当り） 

職 種 

区 分 

直 接 人 件 費 

主 任 

技術者 
技師長 

主 任 

技 師 

技 師 

(A) 

技 師 

(B) 

技 師 

(C) 
技術員 

当 初 協 議   0.5 0.5    

中 間 協 議 ( 2 回 )    1.0 1.0   

最 終 協 議   0.5 0.5    
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4. 直接経費 

 4.1 印刷製本費、旅費交通費 

設計業務等に準じる。 

 

4.2 機械器具費 

   橋梁点検作業時において、リフト車、橋梁点検車（オーバーフェンス車）を要する場合は、運転経費を計上

する。 

 

  (1) 運転経費標準歩掛 

                                （1日当り） 

名称 単位 数量 単価 備考 

リフト車運転 （本土） 日 1.00 40,000 リース 

橋梁点検車運転 （本土） 日 1.00 96,800 リース 

小型船舶運転 日 1.00 43,700 リース 

          注） 離島については、リフト車、橋梁点検車の船舶による輸送費を必要に応じ別途計上する。 

 

4.3 安全費 

点検調査時の安全確保を図るため、リフト車、橋梁点検車（オーバーフェンス車）を使用する場合は、車

両の前後に交通整理員を１名づつ以上配置するものとする。 

 

(1) 交通整理員1人当り標準歩掛 

 （1人当り） 

名称 規格 単位 数量 単価 備考 

交通整理員  人 1.00 7,100  

     

(2) 交通規制設備標準歩掛 

 （1現場当り） 

名称 規格 単位 数量 単価 備考 

交通規制設備  式 1.00 71,000  

      注）交通規制設備費は、カラーコン、矢印版（山型）、看板、回転灯、発電機を含む。規制車両

が必要な場合は別途計上する。 
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 4.4 仮設費 

  橋梁点検作業時において、リフト車、橋梁点検車（オーバーフェンス車）が使用できず、枠組足場、吊足

場の設置を要する場合は、別途計上するものとする。ただし、塗装塗替え時の足場がある場合は兼用する

ことが望ましい。 

 

(1) 足場１掛ｍ2当り標準歩掛 

（1(掛)ｍ2当り） 

名称 規格 単位 数量 単価 備考 

足場 枠組足場 掛ｍ2 1.00 2,100 経費込み 

吊足場 ｍ2 1.00 4,200 経費込み 

 

4.5 試験費 

   橋梁詳細調査における各種試験の経費を計上する。 

                                 

名称 単位 数量 単価 備考 

一軸圧縮強度試験 本 1.00 4,900  

簡易強度試験 箇所 1.00 3,500 リバウンドハンマー 

塩分含有量測定 スライス 1.00 14,200 電位差滴定法 

アルカリ骨材反応試験（EDS） 式 1.00 21,300  

アルカリ骨材反応試験（SEM） 式 1.00 34,000  

電磁波レーダー（鉄筋探査） 箇所 1.00 7,100  

はつり試験（鉄筋探査） 箇所 1.00 21,300 復旧含む（無収縮モルタル） 

コア採取 本 1.00 12,700 復旧含む，φ50～100mm 
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5. 間接費 

 

 その他原価 一般管理費等 

橋梁調査・補修設計 α：35 ％  β：30 ％ 
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平成○○年度 ○○橋 調査設計業務 

特記仕様書（案） 

 

第１条 適用範囲 

本特記仕様書は、長崎県土木部道路維持課が実施する「○○橋調査設計業務」に適用する。 

 

第２条 通  則 

本業務の実施にあたり、受注者は本特記仕様書のほか、業務委託契約書、土木設計（測量、

調査）業務等共通仕様書（長崎県土木部）、およびその他諸法令・諸法規を遵守して、業務の円

滑な進捗を図るものとする。 

 

第３条 業務目的 

○○橋梁の補修設計を実施するに際し、現橋の損傷劣化の原因や進行状況等を把握し、補修

設計に向けて必要な基礎データを収集し、円滑な補修設計を実施することを目的とする。 

これによって、適切な補修工法を選定し、効果的な維持管理に向けた補修設計を行うもので

ある。 

 

第４条 適用基準等 

業務の実施にあたっては，本業務の特記仕様書によるほか，下記の基準等に準拠して実施す

るものとする。 

   1）土木設計（測量、調査）業務等共通仕様書 平成 21 年 4 月 長崎県土木部 

   2）道路橋補修便覧             昭和 54 年 4 月 日本道路協会 

   3）橋梁点検マニュアル           平成 21 年 3 月 長崎県土木部道路維持課 

      4）長崎県長寿命化修繕計画         平成 20 年 3 月 長崎県土木部道路維持課 

   5）道路橋示方書・同解説          平成 14 年 3 月 日本道路協会 

   6）コンクリート標準示方書（維持管理編）  平成 20 年 3 月 土木学会 

   7）橋梁補修補強マニュアル（案）      平成 21 年 4 月 長崎県土木部道路維持課 

   8）建設省総合技術開発プロジェクト・コンクリートの耐久性向上技術の開発 

           平成 01 年 5 月 土木研究センター 

   9）鋼道路橋塗装・防食便覧         平成 17 年 12 月 日本道路協会 

   10）その他 長崎県土木部道路維持課「統一事項」および関係基準 

 

第５条 安全管理 

 本業務の実施にあたり、受注者は現地調査員の安全管理はもとより、規制を必要とする場

合は交通整理員を配置するなど交通状況に即した適切な保安施設を設け、歩行者・一般通行

車両（および航行船舶等）に対する安全管理につとめるものとする。 

 

第６条 沿道対応 

 業務実施中、沿道の住民および道路利用者より苦情のあった場合には、受注者において丁

寧に対応するものとし、その結果を監督職員に報告するものとする。 
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第７条 業務内容 

１．対象橋梁 

橋 梁 名 ：○○橋（○年架設） 

路 線 名 ：一般県道○○線 

履 行 場 所 ： 

橋 長 ：Ｌ＝○○ｍ 

全 幅 員 ：Ｗ＝○○ｍ 

上部工形式 ：○○橋 

下部工形式 ：○○式橋台（○基）、○○型橋脚（○基） 

基礎工形式 ：○○基礎（橋台○基，橋脚○基） 

 

２．業務内容 

２－１．設計計画 

関係資料の収集したうえで業務全体の調査、設計を計画し、業務計画書として取りま

とめる。また、現地踏査後には詳細調査の順序及び方法、仮設備計画、実施体制、工程、

安全管理体制等について計画をし、調査実施計画書として取りまとめる。 

 

２－２．損傷箇所の確認調査 

対象橋梁について、現地踏査、外観変状調査、形状寸法測定、データ整理・損傷図作

成、補修箇所の抽出、報告書の作成を行う。 

(1)現地踏査 

 既存資料の収集・整理を行った後、現橋や現地の状況を把握（損傷・劣化の程度、現況

交通状況、周辺環境状況、現地調査方法、施工ヤード等）するほか、数量表の記載事項を

現地にて確認する。また、現地踏査記録表の作成も同時に行う。 

(2)外観変状調査 

 「長崎県橋梁点検マニュアル」に従い、橋梁詳細点検（近接目視）を実施する。 

調査は全スパンについて地上、点検車（歩廊式 BT200 相当）、リフト車（揚程 18m 程度）、

小型船舶、足場等を用いて近傍からの目視、場合によりハンマーによる打音検査を行い、

全体の損傷状況の傾向を把握する。（支承カバ－設置箇所においては内部も確認すること） 

(3)形状寸法測定 

補修設計に必要となる形状寸法について既存図書で不明な箇所で計測可能な箇所の形状

寸法を測定する。ただし、橋長、幅員等の基本寸法は計測するものとする。 

(4)データ整理・損傷図作成 

「長崎県橋梁点検マニュアル」に従い損傷データの整理、損傷図の作成を行い、「橋梁点

検支援システム」を利用しデータの入力を実施する。 

(5)補修箇所の抽出 

点検結果より補修が必要となる損傷箇所を抽出し、損傷数量を取りまとめる。損傷数量

は損傷図と共に補修設計時の数量計算に利用できるものとする。（路上路面部材以外は代

表スパンの損傷の程度等を用いて全体数量を計上する） 

(6)報告書作成 

点検結果の取りまとめには「橋梁点検支援システム」を利用する。また、点検結果と併
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せて調査結果を報告書として取りまとめる。 

 

２－３．各種試験 

損傷個所の確認調査の際に補修設計上必要となる試験を併せて実施する。 

＊以下の項目より不要となる調査は削除する。また、記載のない調査を実施する場合は

追加する。 

①一軸圧縮強度試験 

採取したコアを成形し、圧縮試験機にかけ載荷する。最大荷重を供試体の断面積で除し

て、圧縮強度を求める。 

②反発度法試験 

コンクリートの表面をリバウンドハンマーで打撃し、その反発度（硬度）から圧縮強度

を求める。 

③塩化物イオン量試験 

一軸圧縮強度試験後のコアを利用し、2cm ごとにスライスした資料について塩化物イオ

ン電極を用いた電位差滴定法により、コンクリート中の塩化物イオンの量を少なくとも

鉄筋位置まで求める。 

④アルカリ骨材反応試験 

  1)ＥＤＳ試験（岩種判定） 

採取したコアの目視による観察，ＥＤＳ（エネルギー分散型Ｘ線検出安定分析）を行

って構成鉱物と有害鉱物の有無を調べる。   

  2)ＳＥＭ試験（ゲルの確認） 

採取したコアから、コンクリートに生じている析出物（白色析出物）が、反応生成物

であるシリカゲルかどうか目視およびＳＥＭ（走査電子顕微鏡観察）により確認する。 

⑤電磁波レーダによる鉄筋探査 

コンクリート表面から電磁波レーダにて鉄筋探査を行い内部の鉄筋位置を把握してコ

ア採取位置の確定や鉄筋のかぶり、配筋ピッチを調べる。 

⑥はつりによる鉄筋探査 

コンクリート表面からはつりを行い、内部の鉄筋のかぶり、径、間隔、損傷程度を直

接、目視確認する。 

⑦コア採取 

ダイヤモンド採取機を用いて，φ50～100mm 程度の大きさでコンクリートコアを採取する。 

一軸圧縮強度試験，塩化物イオン量試験，アルカリ骨材反応試験を実施する際は、コア採

取が必要である。 

 

２－４．補修設計 

＊以下の補修設計の内容は、発注内容により適宜削除および追加する。 

２－４－１．コンクリート補修工設計（ひびわれ補修工，断面修復工，表面保護工） 

確認された損傷について、点検結果および試験結果をもとに対策工法の検討、設計図、

数量計算（代表スパンの損傷の程度等を用いた全体数量の算出）、照査、報告書作成をする。 
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２－４－２．伸縮装置補修設計 

確認された損傷について、点検結果および試験結果をもとに対策工法の検討、設計図、

数量計算、照査、報告書作成をする。 

 

２－４－３．支承防錆設計 

確認された損傷について、点検結果および試験結果をもとに対策工法の検討、設計図、

数量計算（代表スパンの損傷の程度等を用いた全体数量の算出）、照査、報告書作成をする。 

 

２－４－４．支承取替設計 

確認された損傷について、点検結果および試験結果をもとに対策工法の検討、取替設計

計算、設計図、数量計算、照査、報告書作成をする。 

 

２－４－５．高欄取替設計 

確認された損傷について、点検結果および試験結果をもとに対策工法の検討、設計図、

数量計算、照査、報告書作成をする。 

 

２－４－６．鋼橋塗装設計 

確認された損傷について、点検結果および試験結果をもとに対策工法の検討、取替設計

計算、設計図、数量計算（代表スパンの損傷の程度等を用いた全体数量の算出）、照査、報

告書作成をする。 

 

２－４－７．橋面防水工設計 

確認された損傷について、点検結果および試験結果をもとに対策工法の検討、設計図、

数量計算、照査、報告書作成をする。 

 

２－５．施工計画 

施工計画として工程計画、施工要領、施工計画図の作成を行う。 

施工の難易度は「 ＊下表から選択するし記載する 」とする。 

 

難易度 条 件 

普通 通常の橋梁、交通規制なし。（短時間の規制は有り） 

難 特殊な足場、支保工が必要。交通規制あり（橋面、跨線橋、跨道橋） 

特殊 海上橋梁、河川橋梁で仮設が必要。特殊橋梁。 

    

２－６．概算工事費算定 

補修数量、施工計画を基に概算工事費の算定を行う。代表スパンの損傷の程度等を用い

た全体数量より概算するものとする。 

 

２－７．関係機関協議 

調査設計に必要な関係機関との協議および諸手続き、資料収集および協議資料の作成を

行う。 
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第８条 打合せ協議 

 打合せ協議は４回以上とし，初回と成果品納品時には管理技術者が立ち会うものとする。疑

義が生じた場合や監督職員が要求した場合には、速やかに協議を行うものとする。また，他機

関との協議が必要な場合には，必要に応じて立ち会うものとする。 

a) 当初協議 

 業務計画書をもとに、調査方法、調査内容、設計内容等の打合せを行い、併せて既存資

料等の貸与を行う。 

b) 中間協議 

 調査実施計画報告時および調査・設計終了時の 2 回を標準とする。なお、適宜増減する。 

c) 最終協議 

 成果品のまとめが完了した時点で打合せを行う。 

 

 

第９条 成 果 品 

成果品は，次のとおりとする。提出先は長崎県土木部道路維持課とする。 

    ・ 報告書（Ａ４版、黒色、文字箔押し、製本） ２部 

    ・ 設計図（Ａ３版、観音製本） ２部 

    ・ 電子データ（報告書・設計図）（ＣＤ－Ｒ、ラベル印刷） １式 

      設計図はＰＤＦデータおよびＣＡＤデータ（ｓｆｃ形式）を基本とする。 

    ・ 電子データ（点検結果）（ＣＤ－Ｒ、ラベル印刷） １式 

    ・ (財)長崎県建設技術研究センター用電子データ １式 

    ・ その他監督職員が指示するもの 
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 ２－１．橋梁補修工事積算基準の適用範囲 

本積算基準の適用範囲は下表のとおりとし、それ以外については別途見積もりを必要

とする。 

なお、クラック注入工、断面修復工及びコンクリート保護塗装工は、「平成 26 年度 国

土交通省 土木工事標準積算基準書」に歩掛が新設されたことより、本マニュアルから

削除した。 

 

表-5.2.1 橋梁補修工事積算基準適用項目一覧表 

項    目 適    用 

沓座拡幅工 ＲＣ構造 

塗装塗替工 
曲面加工 

添接部超厚膜塗装 

橋面防水 切削オーバーレイ工 

支承防錆工 金属溶射 

共通仮設費 
技術管理費 

運搬費 

 

 

 ２－２. 積算資料の利用 

前項の適用項目について、別途定める「橋梁補修工事標準歩掛」を用いて積算する。

また、「橋梁補修工事特記仕様書（案）」より不要項目を削除し利用する。 

以降、2-3.に「橋梁補修工事標準歩掛」を 2-4.に「橋梁補修工事特記仕様書（案）」

を示す。 

 

§２．橋梁補修工事積算基準 
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橋梁補修工事標準歩掛 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           平成２７年３月 

 

 

                     長崎県土木部 道路維持課 
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１章 コンクリート橋補修工 
 

１．ＲＣしゅう座拡幅工 

１－１ 型枠工                                                        100m2当たり 

名 称 ・ 規 格 数量 単位 適  用 

 土木一般世話役      11.1    人  

 型枠工      33.3    人  

 普通作業員      22.2    人  

 諸雑費      23.0    ％  

１．諸雑費は、型枠用合板、鋼製型枠、型枠用金物、組立支持材、はく離剤及び電気ド

リル、電動ノコギリ損料、電力に関する経費、仮設材の持上（下）げ機械に要する

費用であり、労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

１－２ コンクリート打設工（標準日打設量10m3）            10m3当たり 

名 称 ・ 規 格 数量 単位 適  用 

 土木一般世話役       1.0    人  

 特殊作業員       2.0    人  

 普通作業員       2.0    人  

 生ｺﾝｸﾘｰﾄ      10.2    m3  

 ｺﾝｸﾘｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ車 

 ﾌﾞｰﾑ式90～110ｍ3/ｈ 
1.0 日 

 

 一般養生工      10.0    m3  

 諸雑費       1.0    ％  

１．コンクリートポンプ車からの作業範囲は30ｍ以内とする。30ｍを超える場合は別途

考慮する。 

２．上表には、ホースの筒先作業等を行う機械付労務歩掛を含む。 

３．諸雑費は、ﾊﾞｲﾌﾞﾚｰﾀ損料及び電力に関する経費の費用であり、労務費、ｺﾝｸﾘｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ

車運転費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

４．一般養生工は、土木工事標準積算基準書（共通編）コンクリート工の鉄筋構造物を

使用する。 

 

ｺﾝｸﾘｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ車（ﾌﾞｰﾑ式90～110ｍ3/ｈ）運転歩掛                          1日当たり 

名 称 ・ 規 格 数量 単位 適  用 

 特殊運転手       1.0    人  

 燃料（軽油）      64.0    ㍑  

 ｺﾝｸﾘｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ車       1.0    日  
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２章 鋼橋補修工 

 

１．塗装塗替工 

 

１－１ 曲面加工費（Ｒ面取り １角当たり） R=2mm以上                  1ｍ当たり 

名 称 ・ 規 格 数量 単位 適  用 

 橋梁塗装工      0.03    人  

 発動発電機運転 ８KVA    0.0057    日  

 諸雑費       4.0    ％  

１．本歩掛は、塗料が付着し易くするため、塗装塗替前に鋼材角部を曲面加工する場合

に適用する。 

２．諸雑費は工具損料であり、労務費、機械経費の合計額に上表の率を乗じた金額を上

限として計上する。 

 

  発動発電機運転 ８KVA                                               1日当たり 

名 称 ・ 規 格 数量 単位 適  用 

 燃料（軽油）      10.5    人  

 発動発電機運転 ８KVA       1.0    日  

 

 

１－２ 橋梁添接部における超厚膜塗装 

 

 本歩掛は、橋梁の添接部における超厚膜塗装の下塗り（※１部分）に適用する。 

 

          橋梁添設部 超厚膜塗装仕様（素地調整１種ケレンの場合） 

 塗装工程       塗 料 名 適  用  

素地調整           １種  

下塗 
有機ｼﾞﾝｸﾘｯﾁﾍﾟｲﾝﾄ 

ハケ 

 

下塗 ※１ 
超厚膜型ｴﾎﾟｷｼ樹脂下塗 

ハケ（ﾎﾞﾙﾄ部ｷｬｯﾌﾟ注入） 

     HBS K 5621 

     厚さ1000μm 

中塗 弱溶剤形フッ素樹脂中塗  

上塗 弱溶剤形フッ素樹脂上塗  

         ※１が本歩掛の対象 

         ＨＢＳ規格とは、本四公団の規格である。 
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下塗塗装 超厚膜型ｴﾎﾟｷｼ樹脂 

                                                                 １００ｍ２当たり 

  名 称 ・ 規 格   数量   単位      適 用 

 橋梁塗装工        8    人   

 超厚膜型ｴﾎﾟｷｼ樹脂塗料      250    kg  HBS K 5621 

 機械器具費       10    ％   

     

１．機械器具費は、塗装工具に要する費用であり、労務費の合計額に上表の金額を合計し

  た額を上限として計上する。 

 

２．ＨＢＳとは、本四公団の規格である。 

 

 

１－３ 板張り防護足場 

 

 １種ケレンを行う橋梁については、周辺環境を考慮し、完全板張り防護を基本とする。 

 歩掛については、土木工事積算基準 道路編Ⅳ－３－⑩－３～４を準用する。 

 面積数量の形状範囲は下記のとおりである。 
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３章 切削オーバーレイ工（橋面防水工） 

 

１．適用範囲 

本歩掛は、橋面防水工（シート系防水、塗膜系防水）のうち、供用中の橋梁において全

面通行止めを行わずに上下線に分割しておこなうアスファルト舗装路面の切削作業（複数

の路面切削機による並列切削作業を除く）から舗装までを即日で急速施工する作業に適用

する。 

 

２．施工概要 

施工フローは、下記を標準とする。 

 

 
（注）１．本歩掛で対応しているのは、実践部分のみである。 

２．本歩掛に機械の運搬費は含まない。 

３．編成人員 

切削オーバーレイ工の編成人員は、次表を標準とする。 

 

 

４．切削オーバーレイ工 

４－１ 日当り施工量 

  切削オーバーレイ工の標準的な日当り施工量は、次表を標準とする。 

 

 

平均切削深さ 6cm以下 6cmを越え12cm以下 

即日補設 
一層 150 120 

二層 100 90 
 

 

平均切削深さ 6cm以下 6cmを越え12cm以下 

即日補設 
一層 170 140 

二層 115 100 
（注）１．日当り施工量には、路面切削機等の施工箇所までの自走による移動を含む。 

   ２．多層舗設の場合、他日に表層等を施工する場合の表層等は、「第Ⅳ編第１章舗装工」により別途

計上すること。 

   ３．上表には、清掃作業を含む。 

   ４．平均切削深さは、次式による 

 

平均切削深さ 6cm以下 6cm以下 6cmを超え12cm以下 

即日舗設 一層 二層 一層・二層 

名称 単位 数量 数量 

世話役 人 １ １ 

特殊作業員 〃 ３ ３ 

普通作業員 〃 ３ ５ 

表 3.1 編成人員 

表 4.1 日当り施工量（シート系）
（m2／日） 

H＝Av/W×100 H：１現場の平均切削深さ（cm） 

Av：１現場の平均切削断面積(m2) 

W：平均切削幅員(m) 

表 4.2 日当り施工量（塗膜系） （m2／日） 

路面切削工 路面清掃 橋面防水 舗設工 
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４－２ 廃材運搬工 

廃材運搬工は、「第Ⅳ編第３章①-１路面切削工5-2廃材運搬工」による。 

 

４－３ 舗装工材料 

（１）アスファルト混合物の補正係数は、「第Ⅳ編第１章②-１アスファルト舗装工3-

4-1アスファルト混合物の補正係数」による。 

（２）アスファルト混合物の締固め後密度は、「第Ⅳ編第１章②-１アスファルト舗装

工3-4-1アスファルト混合物の締固め後密度」による。 

 

 

５．諸雑費 

諸雑費は下記事項の費用であり、労務費と組合せ機械（路面切削機、路面清掃車、アス

ファルトフィニッシャ、ロードローラー、タイヤローラー）の機械損料及び運転経費の合

計額に下表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

（１）切削作業に使用する雑器具（スコップ、ホウキ、レーキ等）の費用 

（２）路面切削機のビットの損耗費 

（３）路面清掃車のブラシの損耗費 

（４）瀝青材料の散布費用 

（５）舗装用器具及び加熱燃料等の費用 

（６）切削に伴う段差すりつけ設置及び撤去（積込みまでの作業を含む）に要する費用

（必要な場合） 

 

 

平均切削深さ 6cm以下 6cmを超え12cm以下 

即日舗設 
一層 

23 

（設置のみ29,設置撤去30）

19 

（設置のみ24,設置撤去26）

二層 18 14 

(注) 路面清掃車は、業者持ち込みによる場合を標準とする。 

  （ ）内の率は、段差すりつけが必要な場合に計上する。 

 

表 5.1 諸雑費率 (%) 
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６．単価表 

 

６－１ 切削オーバーレイ100m2当り単価表 

名称 規格 単位 数量 摘要 

世話役  人 1×100／Ｄ 表3.1，4.1，4.2

特殊作業員  〃 3×100／Ｄ 表3.1，4.1，4.2

普通作業員  〃 
（注）1

（3）5×100／Ｄ
表3.1，4.1，4.2

アスファルト混

合物 
 ｔ  （注）2 

路面切削機運転 
ホイール式 2m級 

廃材積込装置付 
日 100／Ｄ 表4.1 

路面清掃車運転 
ブラシ付 2～3.1m3 

四輪式 
〃 100／Ｄ 〃 

アスファルトフ

ィニッシャ運転 

排ガス対策型 

ホイール型 2.4～6.0m 
〃 100／Ｄ 〃 

ロードローラー

運転 

排ガス対策型 

マカダム 10～12t 
〃 100／Ｄ 〃 

タイヤローラー

運転 
排ガス対策型 8～20t 〃 100／Ｄ 〃 

諸雑費  式 １ 表5.1 

計     

(注)  1．( )は、平均掘削深さ６ｃｍ以下、即日舗設置１層の場合。 

2．100×厚さ(m)×締固め後密度(t/m3)×(1+補正係数) 

 

D：日当り施工量 
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６－２ 機械運転単価表 

６－２－１ シート系防水 

機械名 規格 
適用単

価表 
指定事項 

6cm以下 6cmを超え12cm以下

即日一

層舗設

即日二

層舗設

即日一

層舗設

即日二

層舗設

路面切削機 
ホイール式 2m級 

廃材積込装置付 
機-18

運転労務数量

燃料消費量 

機械損料数量

1.00 

17 

0.85 

1.00 

13 

0.55 

1.00 

21 

0.93 

1.00 

18 

0.75 

路面清掃車 
ブラシ付 2～3.1m3

四輪式 
機-19 

運転労務数量

燃料消費量 

機械損料数量 

0.93 

5 

1.14 

0.60 

3.7 

0.73 

1.00 

6.10 

1.24 

0.82 

5.2 

1.00 

アスファルト

フィニッシャ 

排ガス対策型 

ホイール型  

2.4～6.0m 

機-18 

運転労務数量 

燃料消費量 

機械損料数量 

1.00 

5 

1.23 

1.00 

8.3 

1.96 

1.00 

4.7 

1.12 

1.00 

8.1 

1.85 

ロード 

ローラー 

排ガス対策型 

マカダム 10～12t 
機-18 

運転労務数量 

燃料消費量 

機械損料数量 

1.00 

3 

0.93 

1.00 

4.5 

1.48 

1.00 

2.6 

0.85 

1.00 

4.5 

1.43 

タイヤ 

ローラー 

排ガス対策型  

8～20t 
機-18 

運転労務数量 

燃料消費量 

機械損料数量 

1.00 

3 

1.31 

1.00 

5.5 

2.18 

1.00 

3 

1.23 

1.00 

5.5 

2.10 

 

６－２－２ 塗膜系防水 

機械名 規格 
適用単

価表 
指定事項 

6cm以下 6cmを超え12cm以下

即日一

層舗設

即日二

層舗設

即日一

層舗設

即日二

層舗設

路面切削機 
ホイール式 2m級 

廃材積込装置付 
機-18

運転労務数量

燃料消費量 

機械損料数量

1.00 

17 

0.85 

1.00 

15 

0.55 

1.00 

24 

0.93 

1.00 

20 

0.75 

路面清掃車 
ブラシ付 2～3.1m3

四輪式 
機-19

運転労務数量

燃料消費量 

機械損料数量

0.93 

5 

1.14 

0.60 

4.2 

0.73 

1.00 

7.1 

1.24 

0.82 

5.8 

1.00 

アスファルト

フィニッシャ 

排ガス対策型 

ホイール型  

2.4～6.0m 

機-18

運転労務数量

燃料消費量 

機械損料数量

1.00 

5 

1.23 

1.00 

9.6 

1.96 

1.00 

5.5 

1.12 

1.00 

9 

1.85 

ロード 

ローラー 

排ガス対策型 

マカダム 10～12t 
機-18

運転労務数量

燃料消費量 

機械損料数量 

1.00 

3 

0.93 

1.00 

5.2 

1.48 

1.00 

3.1 

0.85 

1.00 

5 

1.43 

タイヤ 

ローラー 

排ガス対策型  

8～20t 
機-18 

運転労務数量 

燃料消費量 

機械損料数量 

1.00 

3 

1.31 

1.00 

6.3 

2.18 

1.00 

3.5 

1.23 

1.00 

6.1 

2.1 
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４章 金属溶射（亜鉛アルミニウム合金溶射 支承部） 

 

 

１．標準歩掛 １０基当たり 

名称・規格 数量 単位 適用 

橋梁世話役 1.6 人  

橋梁特殊工 4.3 人  

橋梁塗装工 6.5 人  

普通作業員 5.0 人  

材料費 37.0 ％  

機械器具費 45.0 ％  

   

   

１．橋梁の鋼性支承の金属（亜鉛アルミニウム合金）溶射工に適用する。 

２．材料費は、支承潤滑材、ブラスト材、溶射地金（亜鉛アルミニウム合金）の費用であり、労

務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

３．機械器具費は、空気圧縮費、発動発電機、ブラスト機、防食機等の費用であり、労務費の合

計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

４．上記標準歩掛に別表の補正を行い使用する。 

 

 

２．補正係数 

割り増し係数Ａ 

種類 反力 
線支承

支承 

板支承 
ピン支承

ピンローラー

支承 

高硬度 

1 本ローラー

支承 

ピポット

ローラー

支承 

(LB) (BP-A,B) (PN) (PN-R) (HR) (PRV-R) 

300kN～1500kN 1 1 1.5 2.5 1 - 

1501kN～3000kN 1.5 1.5 2 4 1.5 2 

3001kN～4500kN 2 2 2.5 5.5 2 3 

4501kN～6000kN 2.5 2.5 3.5 7.5 3 4 

6001kN～7500kN - 3 4.5 9.5 3.5 4.5 

7501kN～9000kN - 3.5 5.5 10.5 4 5.5 

9001kN～11500kN - 4 6.5 11.5 - - 

11501kN～14000kN - 4.5 7.5 12.5 - - 

14001kN～16500kN - 5.5 8.5 13.5 - - 

16501kN～19000kN - 6.5 9.5 14.5 - - 
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割り増し係数Ｂ（１橋あたり 種類・反力毎でない） 

基数 係数 

60以上 1

50～59 1.1

40～49 1.2

30～39 1.3

20～29 1.5

10～19 1.7

5～9 2.3

4 2.5

3 3

2 4

1 6

 

 

歩掛＝標準歩掛×補正係数Ａ×補正係数Ｂ 
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５章 共通仮設費 

 

 

１．技術管理費  

 

１－１ 詳細数量算定（上部工）                                    1橋当たり 

名 称 ・ 規 格 数量 単位 適  用 

普通作業員       4.0    人  

 

１－２ 詳細数量算定（下部工）                                   1橋当たり 

名 称 ・ 規 格 数量 単位 適  用 

普通作業員       4.0    人  

１．本歩掛は、橋梁補修補強ﾏﾆｭｱﾙ（長崎県）に記載されている「ｺﾝｸﾘｰﾄ補修工設計（ひ

びわれ補修工、断面修復工、表面被覆工）」歩掛を使用した橋梁補修設計委託業務

で算出された概算数量により工事を発注する場合に適用する。 

２．本歩掛の内容は、設計図書中の図面を参考に施工図及び施工数量を作成することで

ある。 

３．本歩掛は、補修箇所が２スパン以上の場合に適用する。 

  （１スパンの場合は適用しない。） 

４．補修箇所が３スパン以上の場合は、下記表により補正する。 

 

径間数 ３径間以上 

  標準歩掛に対する補正       標準歩掛×（１＋０．７×（ｎ－２）） 

                                                                ｎ：径間数 

 

    ５．本歩掛は技術管理費に計上する。 

 

 

 

２．運搬費 

 

  離島における建設機械及び仮設材の運搬について 

 

  離島地区において、離島内で調達出来ない建設機械及び仮設材が必要な場合、別途、海

上運賃を積み上げるものとする。（Ｈ１８．９．２８技術情報室事務連絡） 

 

  但し、運搬費を計上する場合は、離島内で調達出来ない事を必ず確認し整理しておくこ

と。 
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６章 積算上の注意事項 

 

１．中段足場の計上について 

 

補修足場の歩掛として、土木工事積算基準書 道路編Ⅳ－３－⑩－３～４を準用 

しており、その中で桁高１．５ｍ以上と未満に分かれている。１．５ｍ以上を 

選択した場合は中段足場が含まれているので、別途計上はしないこと。 

 

２．1種ケレン（ブラスト）時の前処理について（荒叩き） 

 

腐食の状態がひどく、錆が何層にもなった浮き錆箇所については、ブラスト前に 

機械による荒叩き処理が必要なケースがある。素地調整歩掛、土木工事積算基準書 

市場単価Ⅳ－２－⑧－１には荒叩き処理は含まれていないので、必要な場合は見積 

もりを取り、別途計上すること。 

 

３.パイプ構造検査路等、小面積におけるケレン処理について 

 

ブラスト作業では周辺養生が大掛かりになり、なおかつ大部分がパイプ構造以外に 

飛散してしまい研削材のロスとなることから、サンドペーパー、電動工具等を用い 

た３種ケレンでの施工とする。 

 

 

- 87 -



      橋梁補修工事特記仕様書（案） 

 

 

第○章 施工図作成 

 

 第○条 本工事は、補修数量を概算で算出しているので、請負者は、足場等の設置後、

    損傷状況を詳細に調査し、設計図書中の図面を参考に施工図及び施工数量表を 

    作成し、監督職員の承諾を得なければならない。 

      なお、調査及び施工図作成、施工数量表の作成手間は技術管理費に計上して  

    いる。   

          （マニュアル中のコンクリート補修工設計歩掛により設計を行ったコンクリ－ 

     ト橋について記載する。） 

 

第○章 補修塗装工 

 

 第○条 補修塗装は、素地調整区分により「鋼道路橋塗装・防食便覧（平成１７年１２

    月）（社）日本道路協会」に示されるRc-I塗装系、Rc-Ⅲ塗装系とする。 

 

 第○条 素地調整は、鋼道路橋塗装・防食便覧Ⅱ－１０９～１１１により行うものとす

    る。なお、素地調整によって生じた旧塗膜のケレンダストは有害物を含んでい 

    ることがあるので、鉛、六価クロムについて溶出試験（産業廃棄物に含まれる金

    属等の検定方法（昭和４８年環境庁告示第１３号）による）を実施し、周辺環境

    に十分留意して施工するとともにその廃棄は適切に行うこと。なお、ケレンダス

    トは下記の場所に搬出するものとするが、溶出試験結果により有害と判断された

    ものについては、監督職員と協議するものとする。請負者の都合によりこれを変

    更する場合は、監督職員の承諾を得ること。 

 

       受け入れ先：○○○○○○ 

       受け入れ場所：○○県○○市○○ 

 

 第○条 塗装は素地調整終了後、同日中に必ず下塗りまたは補修塗りを行う。当日塗装

    が出来なかった場合には、翌日あらためて素地調整を行ってから塗装すること。 

 

 第○条 素地調整（１種ケレン）後の下塗り第１層（有機ジンク）塗装方法はスプレ－ 
塗装とし塗装回数は７５μm／回を原則とする。 

但し、当日のブラスト処理面積が７５μm／回に対して塗装時間が長くなり４ 
時間以内に塗装できない場合は、監督職員と協議の上、ブラスト当日と日を変え

た２回の分割塗装で７５μm を確保としてよい。この場合の塗装方法は、スプレ

－又はハケ何れを適用しても良い。分割塗装の塗装間隔は１日～１０日とする。 

尚、下塗第１層を２回に分けて塗装しても塗料調合やスプレ－飛散ロス等に 

関わる使用量の増加は認めない。 
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 第○条 Rc－Ⅰ塗装系の場合、下塗第 1 層（有機ジンク）と下塗第 2 層との最大塗装   

間隔は１０日以内とする。但し、下記現場作業条件のいずれかに該当する場合は、

監督員と協議の上、最大塗装間隔を１ヶ月としてもよい。 
１．隣接部でのブラスト研削材の打ち込みや粉塵の飛来付着をシ－ト防護で 

排除できない。 
２．１径間の緩衝空間を置いた施工手順としても影響を排除できない構造。     

３．その他、特別な工事事情がある。 
但し、下塗第２層塗装前に下塗第 1 層塗膜表面に白さびや塵埃の有無を目視 

観察して付着が認められた場合は、監督職員と協議の上、サンディングや清掃 
等で除去しなければならない。 

又、この期間に塩分飛来付着が想定される場合は、塩分が最も付着しやすい 
養生足場の開口部付近で塩分測定を行い 50mg/㎡以下であることを確認する。 
50mg/㎡以上付着している場合は、高圧水洗洗浄により除去しなければならない。 
測定箇所、除去方法については、監督職員と協議すること。 

 

 第○条 塗り重ねは、前工程の塗膜が十分乾燥してから行うこと。 

 

 第○条 一般に旧塗膜上に50mg/m2以上の塩分が付着していると塗装後早期に塗膜欠陥 

    を生じやすいため、水洗等により塩分が50mg/m2以下になるまで除去すること。 

     なお、付着塩分量の測定時期、測定頻度については、工事着手前に監督職員と

    協議すること。 

 

第○条 腐食による鋼材面の凹部において、塵埃や水が溜まりやすく再度腐食の恐れが 

ある箇所を発見した場合は、速やかに監督職員に報告し、対策方法について協議

を行うこと。 
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 第○条 超厚膜塗装 

     超厚膜塗装の塗料の仕様は、本四公団の規格 HBS-K5621-1990とする。 

      

 

   HBS-K5621-1990 

    項  目 品         質 

容器の中での状態
主剤・硬化剤ともにかき混ぜたとき堅いかたまりがなくて一様に 

なること。 

混合性 均等に混合すること。 

乾燥時間 ｈ １６以内 

塗膜の外観 
流れ・つぶ・しわ・むら・われ・ふくれ・あな・はがれがないこ 

と。 

ﾎﾟｯﾄﾗｲﾌ ｈ 20℃で使用できる時間が1以上であること。 

作業性 
塗装作業に支障がなく、1000μm（乾燥膜厚）塗装しても流れ 

・われ・はがれがないこと。 

耐衝撃性 
500mmの高さから500ｇのおもりを落とした時、おもりの衝撃 

で塗膜にわれ及びはがれが出来ないこと。 

耐塩水性 塩化ﾅﾄﾘｳﾑ水溶液(3w/v％)に500時間浸しても異状が無いこと。 

混合塗料中の 
加熱残分（％） ９５以上 

ｴﾎﾟｷｼ樹脂の検出 エポキシ樹脂が存在すること。 

・ボルト・ナット部の厚膜塗装は、電動式エアレスによるボルトキャップ注入方式とする 

・超厚膜型エポキシは強溶剤形塗料なので、弱溶剤形変性エポキシ下塗の上に塗り重ねる 

と付着障害を生じる場合がある。この為、超厚膜型エポキシの上に弱溶剤形変性エポキ 

シがラップする塗り重ね施工手順を取らなければならない。 

・ボルト添接部のスプレ－塗装でボルト・ナットや添接板エッジ部等、スプレ－の死角に 

なる箇所は、ハケによる先行塗装を行わなければならない。 

 

 第○条 品質管理、出来高管理 

     品質管理、出来高管理は、下記表により行うこと。 

 

品質管理 

試験項目    試験頻度        規格値 

気 温 

湿 度 

1日2回(午前、午後) 

1日2回(午前、午後) 

    鋼道路橋塗装・防食便覧 

         Ⅱ－７０ 

気 温 

湿 度 

1日2回(午前、午後) 

1日2回(午前、午後) 

    鋼道路橋塗装・防食便覧 

          Ⅱ－７０ 
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 出来高管理 

試験項目 試験頻度        規格値 

乾 燥 

塗膜厚 
１ロット毎 

    鋼道路橋塗装・防食便覧 

         Ⅱ－７６～８０ 

※測定表は、鋼道路橋塗装・防食便覧に基づく。 

 

 

第○章 台風時の対策 

  

 第○条 請負者は、台風接近により、仮設工の一部取り外し等が必要と判断した場合 

    は、監督職員と協議するものとする。 

            なお、台風接近に備えた仮設材の設置撤去費用は、設計変更の対象となる。 

 

第○章  支承防錆工 

    

 第○条 潤滑材の注入 

     支承の上沓と下沓の滑り面に充填し、移動、回転の機能を活性化するために行

    う。 

注入は、ブラスト作業の前に行い、狭い空間に効率よく充填するために、高圧

プレッシャーガンを用いて、入念に行う。 

潤滑剤は、二硫化モリブデンを石油系の媒体により流動性を持たせた材料で、

下記の仕様に準ずるものを使用する。 

 

項 目 性    状 備   考 

成分 
       炭化水素溶剤      90％ 

  二硫化モリブデン(MOS2)  10％ 

     MOS2純度 98.2％ 

     粒子 平均径 0.5μm 

被膜強度   700N/mm2以上  

色調   銀灰色  

水分   ０  

融和性  全ての石油ﾍﾞｰｽのｵｲﾙ又はｸﾞﾘｰｽ  

 

 第○条 ブラスト処理 

     「鋼道路橋塗装・防食便覧 平成１７年１２月」の第Ⅴ編 金属溶射編による。 

 

 第○条 金属溶射 

     支承防錆工は金属溶射（亜鉛アルミ合金溶射）とし、仕様については、社団法

人日本道路協会「鋼道路橋塗装・防食便覧 平成１７年１２月」の第Ⅴ編 金属

溶射編による。 
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 第○条 樹脂コーティング処理 

樹脂コーティング処理は、溶射皮膜上の微細な気孔を埋める封孔処理と同時に、

保護防錆効果を高めるために必ず行わなければならない。 

樹脂コーティングとしては、エポキシ樹脂系塗料を使用し、溶射完了後、速や

かに施工するものである。 

樹脂コーティング用塗料の一般性状及び塗装基準は、下表によるものとする。 

 

 

 

樹脂コーティング用塗料の一般性状 

項  目 内      容 

主   剤   エポキシ樹脂 

色   相   グレーまたはシルバー 

容器の中での性状 
  基剤、硬化剤ともにかき混ぜた時、堅いかたまりが 

  なく、一様になること。 

つ ぶ（μ）   ６０以下 

混合安定性 
  基剤と硬化剤を規定の混合比で加え、ガラス棒でかき 

  混ぜた時、両者が容易に混合すること。 

乾燥時間   ２０時間以内 

塗膜の外観 
  見本に比べ色つやに差異がなく、はけ目、流れ、しわ 

 むら、及び臭気の程度が大きくないこと。 

ポットライフ   使用できる時間が２時間以上であること。 

ゴバン目試験（5mm角）   25/25であること。 

耐塩水性   食塩水（3w/v％）に240時間以上 

混合塗料中の 

加熱残分(％) 
   ７０以上 

混合塗料中の 

溶剤不溶物(％) 
   ２８以上 

 

 

  塗装基準 

項  目             内      容 

素  地      Ｚｎ－Ａｌ溶射 

塗装方法      エアレススプレー 

塗装回数      １回塗り        ※ 

希釈率      ０～５％ 

標準使用量      ２５０ｇ/m2以上 

標準膜厚      ８０μm以上 

※但し、溶射の出来ない箇所については２回塗りとし、重ね塗りに関しては、下地塗装

が指触乾燥又は硬化後行い、総膜厚１８０μｍ以上とする。 
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第○章  防水工 

 

 第○条 防水層 

本工事に使用する防水層は○○系防水層とし、品質基準等については「道路橋

鉄筋コンクリート床版防水層設計・施工資料（（社）日本道路協会）」によるも

のとする。 

 

 第○条  本工事に使用する橋面用排水管については、φ18のスプリング管（硬鋼線Ｂ

種、線径1.5㎜以上）とし、表面処理は亜鉛メッキ（100g／㎡）と同等品以上と

する。また、橋面用排水管の継手の重ね巾は５㎝以上とする。 

 

 第○条  本工事に使用する橋面用排水パイプについては、硬質塩化ビニール管（VP－4

0）とし、蓋については溶融亜鉛メッキ（HDZ35）処理とする。なお、施工位置及

び流末処理については、監督職員と協議し施工するものとする。 

 

第○章 構造物補修工 

 

 第○条 ひび割れ注入工 

     ひび割れ注入工法は「低圧注入工法」とし、ひび割れの深奥部まで完璧に注入

できるものとする。 

     請負者は低圧注入の施工方法について、工事着手前に監督職員の承諾を得るも

のとする。 

ひび割れ注入材については、建設省総合技術開発プロジェクト、コンクリート

耐久性向上技術の開発の土木補修用エポキシ樹脂注入材○種以上のものを使用す

るものとする。 

     材料の使用に先立ち、試験成績表を監督職員に提出し、監督職員の承諾を得る

ものとする。 

 

 第○条 断面修復工 

     断面修復の実施に当たっては、劣化損傷部のコンクリートのはつり、はつり面

のブラスト処理、鋼材の防錆処理を行うものとする。 

     はつりに当たっては、はくり、ひびわれ、豆板等が生じている部分や塩分を多

量に含んでいる部分をできる限り撤去するものとするが、その際、健全な部分に

損傷を与えないようにすること。 

     また、はつり部分が多くなり、構造物の耐荷力に影響を与える可能性がある場

合は、はつりの順序について監督職員と協議すること。 

     はつりの範囲等について疑義がある場合は、監督職員と協議すること。 

     断面修復材は、ポリマーセメントモルタルし、旧日本道路公団の断面修復材の

品質規格に適合するものとする。圧縮強度及び曲げ強度の品質管理基準は下表と

する。材料の使用に先立ち、試験成績表を監督職員に提出し、監督職員の承諾を
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得るものとする。 

 

 

断面修復材の品質管理基準 

断面修復用 

圧縮強度 

σ28日 
ＪＩＳ Ｒ ５２０１ 

３個平均＝○○Ｎ／㎜２以上 

１個あたり＝○○Ｎ／㎜２×85％以上 

曲げ強度 

σ28日 
ＪＩＳ Ｒ ５２０１ 

３個平均＝○Ｎ／㎜２以上 

１個あたり＝○Ｎ／㎜２×85％以上 

 

 第○条 表面被覆工 

        コンクリート表面は、被覆とコンクリートとの付着性を高め、遮水効果を向上

    させるため、動力工具（ディスクサンダー）等を用いて表面のレイタンスや付着

    している汚物等を除去しなければならない。 

        また、コンクリート表面に劣化等の不良部分が著しい場合は、事前に監督職員

    と協議するものとする。  

     なお、表面被覆工は、建設省総合技術開発プロジェクト、コンクリート耐久性

    向上技術の開発の○○○○を満たすものとする。 

使用材料及び塗装系については、試験成績表を提出し、監督職員の承諾を得る

こと。 
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第６章 本マニュアルの活用事例 
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本マニュアル（案）の活用事例 

 

 ここでは，本マニュアル（案）において記載した内容について，実際に行われた補修事例を用い

て活用例を説明する。 

 一般的な維持管理業務として以下のケースについて，損傷発見～工事実施までの流れを簡素化し

た以下のフローに従い，それぞれ図・表を用いて説明する。 

 

ケース１ コンクリート橋（塩害・ＡＳＲによる損傷橋梁） 

ケース２ 鋼橋（鋼材の腐食による損傷橋梁） 

 

損傷発見・損傷内容
の把握・評価

定期点検
（概略点検が基本）

調査設計の発注

主な損傷原因の推定

調査設計

調査項目の選定

調査設計の実施

補修補強工事の発注

補修補強

補修補強工法決定

補修補強工事の実施

表-5.1.1 橋梁調査設計委託積算基準適用項目一覧表
第５章1-3.橋梁補修調査設計委託歩掛
第５章1-4.橋梁調査設計委託特記仕様書（案）

表-2.1.2 コンクリート部材の損傷原因推定表

表-2.1.1 橋梁調査統一事項一覧表
図-2.1.2 コンクリート部材の調査項目選定フロー
図-2.1.3 コンクリート部材の設計項目選定フロー
図-2.1.4 鋼部材の調査項目選定フロー
図-2.1.6 鋼部材の設計項目選定フロー
図-2.1.7 基礎工の設計項目選定フロー
図-2.1.8 支承および附属物の設計項目選定フロー

表-5.2.1 橋梁補修工事積算基準適用項目一覧表
第５章2-3.橋梁補修工事標準歩掛
第５章2-4.橋梁補修工事特記仕様書（案）

表-3.1.1 橋梁補修工事統一事項一覧表
図-3.2.1～2 コンクリート部材の補修工法選定フロー
図-3.2.5 鋼部材の補修工法選定フロー
図-3.2.6 基礎工の補修工法選定フロー
図-3.2.7～10 支承および附属物の補修工法選定フロー

橋梁点検マニュアル（Ｈ20.3）
橋梁維持管理ガイドライン（Ｈ21.3）

維持管理計画の立案
（補修橋梁の選定）

長崎県長寿命化修繕計画（H21.3）

詳細点検結果の登録 システム運用の手引（H21.4）

補修補強履歴の登録 システム運用の手引（H21.4）

計画
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         ケース１ コンクリート橋（塩害・ＡＳＲ）の補修（1／13） 

 

 

橋梁名 路線名 竣工年次 適用示方書 

Ａ橋 ○○△△線 S43 年 S39 年 

架橋位置 橋長（m） 最大支間長（m） 総幅員（m） 

河口 33.9 16.2 8.7 

上部工形式 下部工形式 

PC 単純ﾌﾟﾚﾃﾝ T 桁×2 連 重力式橋台 壁式橋脚 

         側面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         上部工標準断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 橋面全景写真            側面全景写真 

 

 

 

     

橋梁概要 
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         ケース１ コンクリート橋（塩害・ＡＳＲ）の補修（2／13） 

 

           

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・主桁の一部にひびわれ，漏水・遊離石灰，剥離・鉄筋露出が確認

された。 

・橋台，橋脚にひびわれ，漏水・遊離石灰が確認された。 

・舗装の凹凸が確認された。なお，橋面防水工は未施工である。 

□損傷の概要

損傷内容（概略点検結果） 

建設後 40 年を経過したプレテンＴ桁（２連）橋である。構造物の

環境条件は河口部であり波飛沫や潮風の影響を受ける。 

□架橋状況

- 98 -



         ケース１ コンクリート橋（塩害・ＡＳＲ）の補修（3／13） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                

 

維持管理計画（補修橋梁の選定） 

確認された損傷より算出される健全度に応じて対策区分が判定さ

れ，補修や架け替えの要否が決定される。対策が必要な橋梁につい

ては，予算や事業規模（橋梁単位や路線単位）によって対策時期が

決定される。対策内容や時期は『長崎県長寿命化修繕計画』として

まとめられ，計画に沿った対応を実施する。 

□対応方針

主な損傷原因の推定 

表-2.1.2 コンクリート構造物の損傷原因推定表 の適用 

河口部に位置しており，潮の影響による損傷が認められることから

損傷の主要因は塩害であると推定される。また，主桁や下部工に鋼

材と平行にひびわれが発生しており，白色析出物も確認されるた

め，ＡＳＲの可能性も考えられる。 

□推定された損傷原因

損傷劣化要因

ひ
び
わ
れ
状
況

鋼材と平行に
かぶり部分に発生

ほぼ等間隔の貫通
したひびわれ

曲げひびわれ
せん断ひびわれ

亀甲状

微細ひびわれ

格子状・網目状

塩害中性化 ＡＳＲ
化学的
腐食

疲労 熱・温
度作用床版 けた

◎

◎◎

◎

◎

◎

◎

◎◎

うき，剥離

鉄筋露出

錆汁

遊離石灰

◎ ◎

◎◎ ◎

○○

◎◎ ◎ ○

◎○

◎

○

○○
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         ケース１ コンクリート橋（塩害・ＡＳＲ）の補修（4／13） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

推定される損傷原因から調査項目の選定 

図-2.1.2 コンクリート部材の調査項目選定フロー の適用 

 

上フローより以下の調査項目が選定される。 

・塩化物イオン量試験 

（電磁レーダ法，コア採取・復旧 を含む） 

 コアは上部工２箇所，下部工２箇所の計４箇所採取する 

・アルカリ骨材反応関連試験（ＳＥＭ・ＥＤＳ） 

（電磁レーダ法，コア採取・復旧 を含む） 

 コアは上部工１箇所，下部工１箇所の計２箇所採取する 

・中性化深さ測定（フェノールフタレイン法） 

・形状寸法測定 

・外観変状調査（詳細点検，数量算定用）打音法を含む 

・簡易強度試験（リバウンドハンマ） 

□選定された調査項目 
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         ケース１ コンクリート橋（塩害・ＡＳＲ）の補修（5／13） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

損傷内容及び損傷原因から設計項目の選定 

図-2.1.3 コンクリート部材の設計項目選定フロー の適用 

 

上フローより以下の設計項目が選定される。 

 

・コンクリート補修工設計 

（ひびわれ補修設計，断面修復設計） 

 

□選定された設計項目 

損傷発見・損傷内容
の把握・評価

定期点検
（ ） 概略点検が基本 

調査設計の発注

主な損傷原因の推定

調査
設計

調査項目の選定

調査設計の実施

補修補強工事の発注

補修
補強

補修工法決定

補修補強工事の実施

維持管理計画の立案
（ ） 補修橋梁の選定 

詳細点検結果の登録

補修補強履歴の登録

計画
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         ケース１ コンクリート橋（塩害・ＡＳＲ）の補修（6／13） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

桁下高 桁下状況 点検方法 

2m 以下 

地面   
地上 

水面 水深 1m以下 

水面 水深 1m超 船舶 

2m～5m 

地面   
梯子 

水面 水深 1m以下 

水面 水深 1m超 
点検車 

5m 以上 
桁下侵入不可能  

桁下侵入可能  リフト車 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査設計の発注 

① 前述までに選定された調査項目および設計項目を橋梁調査設計

積算基準選定項目一覧表より選定するとともに，必須項目およ

び現地状況に該当する項目を選定する。 

② 橋梁補修調査設計委託特記仕様書（案）データより不要な項目

を削除し，特記仕様書を作成する。 

③ 「橋梁補修調査設計委託標準歩掛」を元に，設計書を作成する。

適用外の項目については見積もりを取る。 

 

□調査設計委託設計書の作成 

調査点検手法の選定 

図-2.2.1 調査点検手法の目安 の適用

（着色部が選定結果） 

図-2.1.8 附属物の補修設計項目選定フロー の適用

 

上フローより以下の設計項目が選定される。 

・橋面防止工設計（舗装打替え設計を含む） 

□選定された設計項目 
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         ケース１ コンクリート橋（塩害・ＡＳＲ）の補修（7／13） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-5.1.1 橋梁調査設計委託積算基準適用項目一覧表 の適用 

（着色部が選定結果） 

項　　　　　目 適　　　　　用 選定基準 数量

設計計画 必須 1橋

損傷箇所の確認調査 必須 294.9m
2

上部工 1橋

下部工 1橋

伸縮装置補修設計 応力計算を必要としない構造

支承防錆設計

支承取り換え設計

高欄・防護柵取替設計 応力計算を必要としない構造

鋼橋塗装設計

床版防水工設計 1橋

難易度：普通 1橋

難易度：難

難易度：特殊

概算工事費算出 必須 1橋

一軸圧縮強度試験

簡易強度試験 4箇所

塩化物含有量試験 4本

アルカリ骨材反応試験（ＳＥＭ） 2箇所

アルカリ骨材反応試験（ＥＤＳ） 2箇所

中性化深さ測定 6本

コア採取 6本

電磁波レーダによる鉄筋探査 6箇所

はつり試験（鉄筋探査）

関係機関協議 必要に応じて

橋梁点検車リース料

リフト車リース料

小型船舶リース料

安全費（交通整理員・設備）

仮設費（枠組足場・吊足場）

打合せ協議 必須 4回以上

各種試験
調査項目選定
フローより選
定

その他
該当する項目
を必要に応じ
て選定

ｺﾝｸﾘｰﾄ補修工設計

補修設計項目
選定フローお
よび対象部材
より選定

支承補修設計

施工計画
必須
難易度に応じ
て選定
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         ケース１ コンクリート橋（塩害・ＡＳＲ）の補修（８／13） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          主桁-ひびわれ，漏水・遊離石灰       主桁-剥離・鉄筋露出 

 

 

 

 

 

 

 

 

             横桁-剥離・鉄筋露出      橋台-ひびわれ，漏水・遊離石灰 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      橋脚-ひびわれ，漏水・遊離石灰 

 

調査設計結果 

主桁：ひびわれ[Ｃ]，剥離・鉄筋露出[Ｅ],漏水・遊離石灰[Ｃ] 

横桁：剥離・鉄筋露出[Ｅ] 

橋台・橋脚：ひびわれ[Ｄ]，漏水・遊離石灰[Ｅ] 

防護柵：防食機能の劣化[Ｃ] 

舗装：路面の凹凸[Ｅ],舗装の異常[Ｅ] 

 ※1 遊離石灰からはさび汁は確認されていない。 

□詳細点検の主な結果 損傷発見・損傷内容
の把握・評価

定期点検
（ ） 概略点検が基本 

調査設計の発注

主な損傷原因の推定

調査
設計

調査項目の選定

調査設計の実施

補修補強工事の発注

補修
補強

補修工法決定

補修補強工事の実施

維持管理計画の立案
（ ） 補修橋梁の選定 

詳細点検結果の登録

補修補強履歴の登録

計画
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50μm

         ケース１ コンクリート橋（塩害・ＡＳＲ）の補修（9／13） 

 

 

 

上部工 2 箇所，下部工 2 箇所において実施した塩化物含有量試験の結

果を下表に示す。 

調査箇所 圧縮強度 中性化深さ 鉄筋位置での塩分量 

主桁（G1）
52.5N/mm2 

（50N/mm2） 

3.3mm 

（20mm） 
0.865kg/m3＜2.5kg/m3 

横桁（C1）
28.3N/mm2 

（30N/mm2） 

8.2mm 

（20mm） 
1.382kg/m3＜2.5kg/m3 

P1 橋脚 
25.3N/mm2 

（18N/mm2） 

21.1mm 

（50mm） 
1.873kg/m3＜2.5kg/m3 

A2 橋台 
22.1N/mm2 

（18N/mm2） 

28.5mm 

（50mm） 
4.217kg/m3＜2.5kg/m3 

塩化物イオン量は，発錆限界（1.2kg/m3）を超過している。特に A2

橋台は補修限界（2.5 kg/m3）を大きく超過している。よって，塩害の

可能性があると判定する。 

 

上部工１箇所，下部工１箇所において実施したアルカリ骨材反応関連試

験（ＳＥＭ・ＥＤＳ）の結果を以下に示す。結果よりＡＳＲによる損傷

であると判定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□詳細調査結果 

ＡＳＲ生成物 
（ゲル） 

シリカ 

損傷発見・損傷内容
の把握・評価

定期点検
（ ） 概略点検が基本 

調査設計の発注

主な損傷原因の推定

調査
設計

調査項目の選定

調査設計の実施

補修補強工事の発注

補修
補強

補修工法決定

補修補強工事の実施

維持管理計画の立案
（ ） 補修橋梁の選定 

詳細点検結果の登録

補修補強履歴の登録

計画
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         ケース１ コンクリート橋（塩害・ＡＳＲ）の補修（10／13） 

 

 

 

 

点検業者より詳細点検結果（電子データを）受領後，事務所共有サ

ーバーおよび県庁サーバーにデータを登録する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

詳細点検結果の登録 

『システム運用の手引き』P54 詳細点検の作業の流れ を適用

損傷発見・損傷内容
の把握・評価

定期点検
（ ） 概略点検が基本 

調査設計の発注

主な損傷原因の推定

調査
設計

調査項目の選定

調査設計の実施

補修補強工事の発注

補修
補強

補修工法決定

補修補強工事の実施

維持管理計画の立案
（ ） 補修橋梁の選定 

詳細点検結果の登録

補修補強履歴の登録

計画

□詳細点検結果の登録 

電子ファイルの受領
・点検シスデータ.MDB
・PDFファイル

事務所点検結果の登録
（橋梁情報提供システム）

点検シスデータ.MDBとPDFファイルを委託業務ご
とにアップロード

電子ファイルの受領

（画像データ）

県庁サーバー

事務所
共有サーバー

画像データと報告書PDFファイ
ルを所定のフォルダに保存
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         ケース１ コンクリート橋（塩害・ＡＳＲ）の補修（11／13） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.2.1～2 コンクリート構造物の補修工法選定フロー の適用

補修工法の決定 

① 本マニュアルにより選定される補修工法と委託成果との整合を

確認し，相違があれば委託業者に確認する。 

② 補修工法を決定する。 

□補修工法の決定方針 損傷発見・損傷内容
の把握・評価

定期点検
（ ） 概略点検が基本 

調査設計の発注

主な損傷原因の推定

調査
設計

調査項目の選定

調査設計の実施

補修補強工事の発注

補修
補強

補修工法決定

補修補強工事の実施

維持管理計画の立案
（ ） 補修橋梁の選定 

詳細点検結果の登録

補修補強履歴の登録

計画

図・解-3.2.8～10 附属物の補修工法選定フロー の適用 
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以上より、補修工法は以下の通りとする。 

         ケース１ コンクリート橋（塩害・ＡＳＲ）の補修（12／13） 

 

 

 

 

補修項目 規格等 

舗装打換工 アスファルト舗装 

橋面防水工 シート系防水層 

ひびわれ補修工 充填工法 (ｴﾎﾟｷｼ 3 種 [総プロ]) 

断面修復工 左官工法 (ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄ) 

表面被覆工 柔軟型厚膜皮膜 [総プロ] 

 

規格等の選定根拠 

 表-3.1.1 橋梁補修工事統一事項一覧表 の適用 

 ひびわれ補修工：ＡＳＲによる損傷であり，今後進行が進む可能性

があるためエポキシ 3 種を選定する 

 断面修復工：ポリマーセメントを基本とする 

 表面被覆工：ＡＳＲによる損傷であり，今後進行が進む可能性があ

るため柔軟型厚膜皮膜を選定する。 

           橋面防水工：車道部でありシート系防水層を選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□補修工法の決定

① 前項において決定された補修項目に対して橋梁補修工事積算基準適用項

目一覧表より適用できる項目を抽出する。 

② 橋梁補修工事特記仕様書（案）データより不要な項目を削除すると共に

不足項目を追加し，特記仕様書を作成する。 

③ 適用外の項目について見積もりを依頼する。 

④ 既存歩掛り資料および「橋梁補修工事標準歩掛」を参考に設計書を作成

する。 

補修補強工事の発注および実施 

□補修補強工事設計書の作成 

損傷発見・損傷内容
の把握・評価

定期点検
（ ） 概略点検が基本 

調査設計の発注

主な損傷原因の推定

調査
設計

調査項目の選定

調査設計の実施

補修補強工事の発注

補修
補強

補修工法決定

補修補強工事の実施

維持管理計画の立案
（ ） 補修橋梁の選定 

詳細点検結果の登録

補修補強履歴の登録

計画
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         ケース１ コンクリート橋（塩害・ＡＳＲ）の補修（13／13） 

 

 

 

 

工事業者より受領した補修補強履歴，電子データは，事務所共有サ

ーバーおよび県庁サーバーにデータを登録する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補修補強履歴の登録 

『システム運用の手引き』P80 補修補強工事における作業の流れを適用 

損傷発見・損傷内容
の把握・評価

定期点検
（ ） 概略点検が基本 

調査設計の発注

主な損傷原因の推定

調査
設計

調査項目の選定

調査設計の実施

補修補強工事の発注

補修
補強

補修工法決定

補修補強工事の実施

維持管理計画の立案
（ ） 補修橋梁の選定 

詳細点検結果の登録

補修補強履歴の登録

計画

□補修補強履歴の登録 
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         ケース 2 鋼腐食により劣化した橋梁の補修（1／12） 

 

 

橋梁名 路線名 竣工年次 適用示方書 

Ｂ橋 富江岐宿線 S55 年 3 月 S47 年道示 

架橋位置 橋長（m） 支間長（m） 総幅員（m） 

海岸線より 200m を超える 33.0  32.4 9.8 

上部工形式 下部工形式 

単純鋼合成Ⅰ桁 逆Ｔ式橋台 

         側面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

         上部工標準断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               橋面全景写真           側面全景写真      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

橋梁概要 

□架橋状況

損傷発見・損傷内容
の把握・評価

定期点検
（ ） 概略点検が基本 

調査設計の発注

主な損傷原因の推定

調査
設計

調査項目の選定

調査設計の実施

補修補強工事の発注

補修
補強

補修工法決定

補修補強工事の実施

維持管理計画の立案
（ ） 補修橋梁の選定 

詳細点検結果の登録

補修補強履歴の登録

計画
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         ケース 2 鋼腐食により劣化した橋梁の補修（2／12） 

 

          

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               

     

・主桁には全体的に軽微な腐食が確認された。 

・支承本体に腐食，機能障害 

・沓座に漏水・帯水，土砂詰りが確認された。 

・高欄の一部に腐食，縦桟の破断が確認された。 

・橋面防水工は施工済みである。 

□損傷の概要

損傷内容（概略点検結果） 

建設後２８年を経過した鋼合成Ｉ桁橋である。構造物の環境条件は

内陸部であり，潮風の影響を受けない。交通量も多くない。 

□架橋状況

損傷発見・損傷内容
の把握・評価

定期点検
（ ） 概略点検が基本 

調査設計の発注

主な損傷原因の推定

調査
設計

調査項目の選定

調査設計の実施

補修補強工事の発注

補修
補強

補修工法決定

補修補強工事の実施

維持管理計画の立案
（ ） 補修橋梁の選定 

詳細点検結果の登録

補修補強履歴の登録

計画
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         ケース 2 鋼腐食により劣化した橋梁の補修（3／12） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                

 

維持管理計画（補修橋梁の選定） 

確認された損傷より算出される健全度に応じて対策区分が判定さ

れ，補修や架け替えの要否が決定される。対策が必要な橋梁につい

ては，予算や事業規模（橋梁単位や路線単位）によって対策時期が

決定される。対策内容や時期は『長崎県長寿命化修繕計画』として

まとめられ，計画に沿った対応を実施する。 

□対応方針

主な損傷原因の推定 

架設後，再塗装は１度もされておらず経年による塗膜劣化により腐

食が進行したと推定される。 

□推定された損傷原因

損傷発見・損傷内容
の把握・評価

定期点検
（ ） 概略点検が基本 

調査設計の発注

主な損傷原因の推定

調査
設計

調査項目の選定

調査設計の実施

補修補強工事の発注

補修
補強

補修工法決定

補修補強工事の実施

維持管理計画の立案
（ ） 補修橋梁の選定 

詳細点検結果の登録

補修補強履歴の登録

計画
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         ケース 2 鋼腐食により劣化した橋梁の補修（4／12） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

推定される損傷原因から調査項目の選定 

図-2.1.4 鋼部材の調査項目選定フロー の適用

 

上フローより以下の調査項目が選定される。 

 

・形状寸法測定 

・外観変状調査（詳細点検，数量算定用） 

□選定された調査項目 

1:腐食

2:亀裂

4:破断

5:防食機能の劣化

3:ゆるみ･脱落

損傷の種類

損傷等級
Ｄ，Ｅ （板厚減少あり） 形状寸法測定

（板厚測定）

Ｂ，Ｃ

共通調査項目
以外の調査なし

共通調査項目
以外の調査なし

専門家に依頼

（※2）

形状寸法測定

外観変状調査
（数量算定用）

※損傷の種類や程度に係わ
らず必ず実施する調査等

共通調査項目

外観変状調査
（詳細点検）

損傷発見・損傷内容
の把握・評価

定期点検
（ ） 概略点検が基本 

調査設計の発注

主な損傷原因の推定

調査
設計

調査項目の選定

調査設計の実施

補修補強工事の発注

補修
補強

補修工法決定

補修補強工事の実施

維持管理計画の立案
（ ） 補修橋梁の選定 

詳細点検結果の登録

補修補強履歴の登録

計画

- 113 -



         ケース 2 鋼腐食により劣化した橋梁の補修（5／12） 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

損傷内容及び損傷原因から設計項目の選定 

図-2.1.6～8 鋼部材及び附属物の設計項目選定フロー の適用

 

上フローより以下の設計項目が選定される。 

 

・鋼橋塗装設計 

・支承補修設計（取替えの検討） 

・伸縮装置取替え設計 

・高欄・防護柵の取替え設計 

□選定された設計項目 

損傷発見・損傷内容
の把握・評価

定期点検
（ ） 概略点検が基本 

調査設計の発注

主な損傷原因の推定

調査
設計

調査項目の選定

調査設計の実施

補修補強工事の発注

補修
補強

補修工法決定

補修補強工事の実施

維持管理計画の立案
（ ） 補修橋梁の選定 

詳細点検結果の登録

補修補強履歴の登録

計画
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         ケース 2 鋼腐食により劣化した橋梁の補修（6／12） 

 

 

 

 

 

桁下高 桁下状況 点検方法 

2m 以下 

地面   
地上 

水面 水深 1m以下 

水面 水深 1m超 船舶 

2m～5m 

地面   
梯子 

水面 水深 1m以下 

水面 水深 1m超 
点検車 

5m 以上 
桁下侵入不可能  

桁下侵入可能  リフト車 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査設計の発注 

① 前述までに選定された調査項目および設計項目を橋梁調査設計

積算基準選定項目一覧表より選定するとともに，必須項目およ

び現地状況に該当する項目を選定する。 

② 橋梁補修調査設計委託特記仕様書（案）データより不要な項目

を削除し，特記仕様書を作成する。 

③ 「橋梁補修調査設計委託標準歩掛」を元に，設計書を作成する。

適用外の項目については見積もりを取る。 

 

□見積もり依頼文書の作成

調査点検手法の選定 

図-2.2.1 調査点検手法の目安 の適用

（着色部が選定結果） 

損傷発見・損傷内容
の把握・評価

定期点検
（ ） 概略点検が基本 

調査設計の発注

主な損傷原因の推定

調査
設計

調査項目の選定

調査設計の実施

補修補強工事の発注

補修
補強

補修工法決定

補修補強工事の実施

維持管理計画の立案
（ ） 補修橋梁の選定 

詳細点検結果の登録

補修補強履歴の登録

計画
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         ケース 2 鋼腐食により劣化した橋梁の補修（７／12） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-5.1.1 橋梁調査設計積算基準適用項目一覧表 の適用

（着色部が選定結果） 

項　　　　　目 適　　　　　用 選定基準 数量

設計計画 必須 1橋

損傷箇所の確認調査 必須 323.4m
2

上部工

下部工

伸縮装置補修設計 応力計算を必要としない構造 1橋

支承防錆設計

支承取り換え設計 1橋

高欄・防護柵取替設計 応力計算を必要としない構造 1橋

鋼橋塗装設計 1橋

床版防水工設計

難易度：普通 1橋

難易度：難

難易度：特殊

概算工事費算出 必須 1橋

一軸圧縮強度試験

簡易強度試験

塩化物含有量試験

アルカリ骨材反応試験（ＳＥＭ）

アルカリ骨材反応試験（ＥＤＳ）

中性化深さ測定

コア採取

電磁波レーダによる鉄筋探査

はつり試験（鉄筋探査）

関係機関協議 必要に応じて

橋梁点検車リース料 １式

リフト車リース料

小型船舶リース料

安全費（交通整理員・設備） １式

仮設費（枠組足場・吊足場）

打合せ協議 必須 4回以上

各種試験
調査項目選定
フローより選
定

その他
該当する項目
を必要に応じ
て選定

ｺﾝｸﾘｰﾄ補修工設計

補修設計項目
選定フローお
よび対象部材
より選定

支承補修設計

施工計画
必須
難易度に応じ
て選定

損傷発見・損傷内容
の把握・評価

定期点検
（ ） 概略点検が基本 

調査設計の発注

主な損傷原因の推定

調査
設計

調査項目の選定

調査設計の実施

補修補強工事の発注

補修
補強

補修工法決定

補修補強工事の実施

維持管理計画の立案
（ ） 補修橋梁の選定 

詳細点検結果の登録

補修補強履歴の登録

計画
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         ケース 2 鋼腐食により劣化した橋梁の補修（８／12） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               主桁-腐食           主桁-腐食 

 

 

 

 

 

 

 

                 対傾構-腐食             対傾構-防食機能の劣化 

 

 

 

 

 

 

 

             支承-腐食，機能障害    沓座-漏水・帯水，土砂詰り 

 

 

 

 

 

 

 

             防護柵-腐食，破断      伸縮装置-変色・劣化 

主桁・横桁・対傾構：腐食[Ｃ～Ｄ]，防食機能の劣化[Ｅ] 

支承：腐食[Ｅ]，防食機能の劣化[Ｅ]，漏水・帯水[Ｅ] 

防護柵：腐食[Ｅ]，破断[Ｅ]，変形・欠損[Ｅ] 

伸縮装置：変色・劣化[Ｅ] 

□詳細点検の主な結果 

調査設計結果 

損傷発見・損傷内容
の把握・評価

定期点検
（ ） 概略点検が基本 

調査設計の発注

主な損傷原因の推定

調査
設計

調査項目の選定

調査設計の実施

補修補強工事の発注

補修
補強

補修工法決定

補修補強工事の実施

維持管理計画の立案
（ ） 補修橋梁の選定 

詳細点検結果の登録

補修補強履歴の登録

計画
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点検業者より受領した点検結果（電子データ）は、事務所共有

サーバーおよび県庁サーバーに登録する。 

         ケース 2 鋼腐食により劣化した橋梁の補修（9／12） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

詳細点検結果の登録 

『システム運用の手引き』P54 詳細点検の作業の流れ を適用

□詳細点検結果の登録 
損傷発見・損傷内容

の把握・評価

定期点検
（ ） 概略点検が基本 

調査設計の発注

主な損傷原因の推定

調査
設計

調査項目の選定

調査設計の実施

補修補強工事の発注

補修
補強

補修工法決定

補修補強工事の実施

維持管理計画の立案
（ ） 補修橋梁の選定 

詳細点検結果の登録

補修補強履歴の登録

計画

電子ファイルの受領

・点検シスデータ.MDB
・PDFファイル

事務所点検結果の登録
（橋梁情報提供システム）

点検シスデータ.MDBとPDFファイルを委託業務ご
とにアップロード

電子ファイルの受領

（画像データ）

県庁サーバー

事務所
共有サーバー

画像データと報告書PDFファイ
ルを所定のフォルダに保存
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         ケース 2 鋼腐食により劣化した橋梁の補修（10／12） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.2.5 鋼構造物の補修工法選定フロー の適用 

補修工法の決定 

① 本マニュアルにより選定される補修工法と委託成果との

整合を確認し，相違があれば委託業者に確認する。 

② 補修工法を決定する。 

□補修工法の決定方針 損傷発見・損傷内容
の把握・評価

定期点検
（ ） 概略点検が基本 

調査設計の発注

主な損傷原因の推定

調査
設計

調査項目の選定

調査設計の実施

補修補強工事の発注

補修
補強

補修工法決定

補修補強工事の実施

維持管理計画の立案
（ ） 補修橋梁の選定 

詳細点検結果の登録

補修補強履歴の登録

計画
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以上より、補修工法は以下の通りとする。 

 

 

 

         ケース 2 鋼腐食により劣化した橋梁の補修（11／12） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補修項目 規格等 

防護柵取替工 C 種 高欄兼用車両用防護柵 

伸縮継手改良工 ｺﾞﾑｼﾞｮｲﾝﾄ 

橋梁再塗装 

添接部：１種ケレン＋超厚膜型エポキシ樹脂塗料 

＋弱溶剤形ふっ素樹脂塗料 

一般部：３種ケレンＡ＋弱溶剤形ふっ素樹脂塗料 

支承取替え工 支承取替え 

※伸縮継手はけた端部の止水性向上のため取り換える。 

 

規格等の選定根拠 

 本マニュアル 27 頁③の塗装仕様より選定する 

 腐食程度の大きい添接部は１種ケレンとし，点錆がかなり点在して

いる一般部は３種ケレンＡとする。上塗りは弱溶剤形フッ素樹脂塗料

を使用する。添接部については下塗りに超厚膜型エポキシ樹脂塗料

（1000μm）を使用する。 

 また，主桁（下フランジ部）は面取り加工がされていないため，面

取り加工も実施する。 

 

図・解-3.2.7～10 支承および附属物の補修工法選定フロー の適用

□補修工法の決定 

損傷発見・損傷内容
の把握・評価

定期点検
（ ） 概略点検が基本 

調査設計の発注

主な損傷原因の推定

調査
設計

調査項目の選定

調査設計の実施

補修補強工事の発注

補修
補強

補修工法決定

補修補強工事の実施

維持管理計画の立案
（ ） 補修橋梁の選定 

詳細点検結果の登録

補修補強履歴の登録

計画

支承本体 損傷の種類
25： ･ ･ 沈下 移動 傾斜

土砂の除去

支承の補修または
取替え

図-3.2.5鋼部材の
フローを参照

24： 土砂詰まり

排水装置の取替え

※耐震性に影響するため補修補強
　工法の採用には十分留意する

その他の損傷

，高欄 防護柵

損傷等級

その他

補修しない

，高欄 防護柵
の取替え

安全性に著しく
劣る

NO

現行基準を
満足している

YES

NO ，高欄 防護柵
の取替え

(＋ 地覆改良)

※橋梁の前後土工部との兼ね合いで通行上支障になる
場合は地覆改良について本課と協議上採用する
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工事業者より受領した補修補強工事の履歴、電子データは、事務所

共用サーバーおよび県庁サーバーに登録する。 

         ケース 2 鋼腐食により劣化した橋梁の補修（12／12） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補修補強工事の発注 

『システム運用の手引き』P80 補修補強工事における作業の流れを適用 

補修補強工事の実施 

① 前項において決定された補修項目に対して橋梁補修工事積算基

準適用項目一覧表より適用できる項目を抽出する。 

② 橋梁補修工事特記仕様書（案）より不要な項目を削除すると共

に不足項目を追加し，特記仕様書を作成する。 

③ 適用外の項目について見積もりを依頼する。 

④ 既存歩掛り資料および「橋梁補修工事標準歩掛」を参考に設計

書を作成する。 

□補修補強工事設計書の作成 

補修補強履歴の登録 

□補修補強履歴の登録 

損傷発見・損傷内容
の把握・評価

定期点検
（ ） 概略点検が基本 

調査設計の発注

主な損傷原因の推定

調査
設計

調査項目の選定

調査設計の実施

補修補強工事の発注

補修
補強

補修工法決定

補修補強工事の実施

維持管理計画の立案
（ ） 補修橋梁の選定 

詳細点検結果の登録

補修補強履歴の登録

計画
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・本書の内容に関する質問は，長崎県土木部道路維持課宛に書状またはファックス

（095-820-0683）にてお願いします。お受けする質問は本書で紹介した内容に限

らせていただきます。 

・本書の内容を模写したり他の出版物へ転載する場合は，必ず長崎県土木部道路維

持課の許可を得てください。 

 

 

橋梁補修・補強マニュアル（案） 

 

平成 21 年 4 月 1 日 

 

 

作成業務受託コンサルタント：大日本コンサルタント株式会社 
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